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■調査目的 全国の民間企業等を対象に、雇用施策の導入傾向や今後の意向を明らかにすること

■調査名 企業の雇用施策に関するレポート（2022年版）

■調査地域 全国

■調査方法 インターネット調査

■対象者 従業員数3名以上の企業において、直近（2021年1～12月）に中途採用業務を担当しており、
「採用費用の管理・運用」に携わっている人事担当者

■回収数 1,400件

■実施期間 2022年1月21日（金）～1月24日（月）
※中途採用状況調査 2022年版（2021年実績）と同時実施

※ 調査結果は、端数四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※ n=30以下は参考値としております。

業種 従業員数

◇対象者プロフィール

◇調査概要
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有給取得率向上施策 有給取得率向上施策

在宅ワーク・リモートワーク制度 在宅ワーク・リモートワーク制度
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ＩＴを駆使した作業効率化制度 年齢による定年がない
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◼ 実施している【従業員向け施策・制度】は「有給取得率向上施策」「在宅ワーク・リモートワーク制度」が3割程度で高く、【新規採
用者向け施策・制度】は「障がい者の採用」「外国人の採用」「60歳以上高齢社員の採用」がそれぞれ2割程度。【図1】

• 求職者に対して、自社の印象がアップすると思う【従業員向け施策】は「有給取得率向上施策」26.6%(前年比：3.3pt減)「在宅ワーク・リモートワーク制
度」24.4%(前年比：0.8pt増)が多く挙げられ、実際に行われている施策でも高い項目が上位に挙げられた。【図2】

• 新規採用者向け施策では、「障がい者の採用」16.1%(前年比：0.3pt減)「60歳以上高齢社員の採用」16.1%(前年比：3.8pt減)が高く、実施施
策で多いものが上位となった。 【図2】

【図1】 実施している施策TOP5 【図2】自社の印象がアップすると思う施策TOP5



回答ベース：副業・兼業者の受け入れ実績がある
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【職種別】 副業・兼業者の受け入れ実績有無 【職種別】 最も多く受け入れている雇用形態（正社員・非正規社員TOP3）
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【図4】＜職種別＞副業・兼業者の受け入れについて

TOPICS②

◼ 副業・兼業の自社従業員への認可については「制度・体制あり計」が1割弱、「実績あり計」が4割強で、認可制度や体制は整って
いないが副業・兼業を行うことは容認。一方で、副業・兼業者の社外からの受け入れは「制度・体制あり計」が41.1％、「実績あり
計」が35.2％となった。【図3】

• 副業・兼業者の受け入れ職種は、『営業』『企画・経営』『管理・事務』が7割から8割程度、最も多く受け入れている雇用形態は3職種いずれも「正社員」で、
『営業』が58.0%、『企画・経営』55.1%『管理・事務』54.5%となった。

• 一方で、非正規社員（パート・アルバイト+契約社員+派遣社員+嘱託社員）の受け入れが多い職種は、『保育・教育・通訳』60.6%、『販売・フード・ア
ミューズメント』58.4％、『公共サービス』54.5％など、全17職種中12職種となった。 【図4】
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制度・体制あり計 実績あり計

8.7% 42.8%

35.2%41.1%

自社の従業員が、社外で副業・兼業を行うこと

社外から、自社内に副業・兼業を行う就業者の受け入れ

【図3】副業・兼業の制度有無と実績 (n=1,400)
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◼ 早期・希望退職募集の実施有無は「2021年に実施計」が16.0％、「2022年に実施予定計」が40.4％、従業員数が多い企
業や、上場企業ほど21年の実施、22年に実施予定ともに割合が高い。【図5】

• 2022年に実施を予定・検討している対象年齢としては、「30歳～34歳」が37.3%で最も多く、次いで「35歳～39歳」で36.0%となり、30代が最も高い。
【図6】

• また、2021年実施の際の対象年齢と、2022年に実施予定・検討している対象年齢を比較すると、30代で微増、40歳以上では6.5pt～14.5pt減少し
ている。【図6】

【図5】早期・希望退職募集の実施有無／実施予定

■：2021年に実施し、2022年にも実施する予定
■：2021年に実施したが、2022年は実施しない予定
■：2021年は実施しておらず、2022年に実施する予定

■：2022年実施予定 (n=566)
■：2021年に実施 (n=244)
※  数値に関してはイタリック体が「2021年実施」

【図6】早期・希望退職募集の対象年齢
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◼ 高年齢者の雇用について、65歳までを区切りとしている企業が6割超。「定年制を撤廃している」は全体で13.1%に留まったが、
従業員数別でみると「50名以下」の企業で24.9%と、従業員数が少ないほど定年制を撤廃している傾向。【図7】

• 再雇用者の就労時間・業務量・給与については、いずれも定年前より減ってはいるが、給与の「減っている計」が6割弱で給与の減少
が、特に顕著である。【図8】

【図7】高年齢者の雇用について

【図8】再雇用者の就労時間・業務量・給与の定年前比較
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◼ 賃上げ・教育訓練費の増減予定について、「新規採用者の賃金」「継続雇用者の賃金」「教育訓練費」いずれも、前年度より「上
げる計」は5割超となった。

• 早期退職募集別では、『2021年に実施した』『2022年に実施予定』では「上げる計」が賃金・教育訓練費の全てで8割弱と高く、人
材の新陳代謝を促しつつも、社内に残る人材には手厚く対応していくことがうかがえる。

【図9】賃上げ・教育訓練費の増減予定（前年度比較）

【賃上げ・教育訓練費を前年比で上げる（増やす）理由】（自由回答抜粋）

新規採用者の賃金

「これから新規採用を積極的に行いたいと考えている」

「政府の意向を聞き入れ、税制優遇を考慮」

「採用環境が非常に厳しくなっている為、他社より差別化を計る」

「優れた人材を確保したいから」

継続雇用者の賃金

「基幹人材の強化し、優秀な人材を残したい」

「転職を阻止して、社員のモチベーションを上げるため」

「業界全体で賃金の相場が上がっているから」

「政府の指針に従うことで、優遇措置を受ける」

教育訓練費

「自社の人材への投資」

「リスキリングの必要性を感じている」

「IT、ネット、PC、AI、ロボットなどの技術習得が必要」

「従業員のスキルアップを行い、全体の底上げを行う」
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１．実施済みの施策・今後実施予定の施策



有
給
取
得
率
向
上
施
策

在
宅
ワ
ー
ク
・
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
制
度

男
性
の
育
休
取
得
率
向
上
施
策

同
一
労
働
同
一
賃
金
に
即
し
た
人
事

制
度

Ｉ
Ｔ
を
駆
使
し
た
作
業
効
率
化
制
度

リ
ス
キ
リ
ン
グ
な
ど
、
充
実
し
た

キ
ャ
リ
ア
育
成
支
援
・
社
内
研
修
制
度

３
６
０
度
な
ど
多
面
的
な
評
価
制
度

年
齢
に
よ
る
定
年
が
な
い

在
宅
時
の
設
備
や
通
信
費
を
補
助
す
る

制
度

役
職
定
年
が
な
い
人
事
制
度

社
外
で
の
副
業
や
兼
業
の
認
可
制
度

企
業
独
自
の
休
暇
制
度

（
例
：
失
恋
休
暇
、
誕
生
日
休
暇
等
）

サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
の
設
置

残
業
の
完
全
撤
廃
施
策

多
様
な
雇
用
形
態
の
選
択
が
可
能
な

制
度
（
特
定
地
域
の
限
定
社
員
な
ど
）

社
員
が
希
望
す
れ
ば
個
人
事
業
主
化

し
て
業
務
委
託
契
約
で
き
る
制
度

役
職
の
な
い
組
織
（
ホ
ラ
ク
ラ
シ
ー
）

制
度

社
内
の
他
部
署
に

一
定
期
間
イ
ン
タ
ー
ン
で
き
る
制
度

障
が
い
者
の
採
用

外
国
人
の
採
用

６
０
歳
以
上
高
齢
社
員
の
採
用

就
職
氷
河
期
世
代
（
３
５
～
５
０
歳
）

の
採
用

短
時
間
正
社
員
の
採
用

Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
者
の
採
用

副
業
・
兼
業
社
員
の
採
用

地
域
限
定
社
員
の
採
用

過
去
不
採
用
に
し
た
人
材
の
採
用

ギ
グ
ワ
ー
カ
ー
（
空
き
時
間
を
利
用

し
て
自
由
に
働
く
人
）
の
採
用

社
員
の
知
人
・
友
人
の
採
用

（
リ
フ
ァ
ラ
ル
採
用
）

現
役
・
引
退
ア
ス
リ
ー
ト
の
採
用

一
度
退
職
し
た
社
員
の
再
雇
用

（
ア
ル
ム
ナ
イ
・
出
戻
り
制
度
）

そ
の
他

該
当
す
る
も
の
は
な
い

2021年 全体 (1400) 29.6 29.0 17.8 16.4 16.3 13.8 13.6 13.4 12.9 12.4 12.2 11.7 11.6 11.5 10.3 9.4 9.1 9.0 20.6 20.6 19.5 18.0 16.3 13.6 12.8 12.3 9.6 9.1 9.1 8.2 4.6 0.1 8.1 (%)

50名以下 (301) 23.6 21.6 9.6 11.0 7.0 6.3 5.6 18.9 6.3 12.6 9.0 10.0 3.7 10.0 4.7 9.0 5.0 3.7 7.6 15.6 16.6 16.9 13.6 8.6 12.3 8.6 7.0 5.3 5.3 5.0 1.7 - 14.0

51～300名 (396) 28.8 26.0 14.9 15.9 13.1 11.4 11.4 12.1 10.9 11.6 10.4 9.1 8.1 10.9 8.8 7.3 8.8 7.3 18.4 18.7 20.7 18.2 16.2 12.1 10.6 8.3 8.8 8.8 10.4 6.1 4.0 - 10.9

301～1000名 (262) 29.4 30.2 17.9 16.0 19.8 16.8 16.8 14.1 12.6 10.7 11.5 10.7 11.5 14.5 10.3 8.0 13.0 11.5 23.3 21.8 20.2 18.7 16.8 13.4 10.7 14.5 9.5 10.7 9.2 11.8 5.3 - 5.0

1001名以上 (441) 34.7 36.1 25.9 20.9 23.4 19.3 19.0 10.4 19.3 14.1 16.6 15.9 20.4 11.3 15.4 12.2 9.8 12.7 29.9 24.9 20.0 18.1 17.9 18.4 16.3 17.0 12.0 11.1 10.4 10.2 6.8 0.2 3.6

IT・通信・インターネット (188) 30.3 42.0 14.9 17.0 31.4 14.4 14.9 10.1 14.4 12.2 14.9 14.9 14.9 9.0 12.2 11.2 10.1 11.7 20.7 21.3 11.7 18.6 14.9 11.2 14.4 11.7 11.2 8.5 11.7 6.9 4.3 - 6.4

メーカー (285) 33.7 34.4 25.6 21.8 20.0 16.8 21.1 13.3 17.9 14.4 10.9 14.7 15.4 13.3 13.3 11.6 9.8 11.9 26.0 27.4 20.7 18.9 13.7 20.4 10.2 13.7 10.9 11.6 9.1 7.7 5.6 - 4.6

商社 (60) 18.3 36.7 16.7 6.7 20.0 10.0 13.3 10.0 6.7 8.3 10.0 11.7 15.0 11.7 11.7 10.0 16.7 10.0 21.7 18.3 11.7 13.3 11.7 5.0 6.7 6.7 3.3 11.7 5.0 11.7 3.3 - 16.7

サービス・レジャー (172) 31.4 32.6 11.6 15.7 11.0 7.6 9.9 13.4 14.0 9.3 9.9 7.6 9.3 11.6 8.1 8.7 4.1 4.7 19.8 17.4 20.3 20.3 15.7 11.0 9.3 18.0 7.6 9.3 11.6 5.8 9.9 - 9.3

医療・福祉・介護 (170) 31.2 10.0 13.5 17.1 5.9 17.1 6.5 15.9 5.3 7.6 11.2 7.6 5.3 10.6 7.6 4.1 5.9 7.1 22.4 17.1 31.8 18.2 21.8 11.8 18.8 10.0 6.5 7.6 8.8 4.7 2.4 - 9.4

流通・⼩売・フードサービス (117) 28.2 23.9 20.5 14.5 12.8 12.8 11.1 16.2 12.0 15.4 14.5 12.0 10.3 14.5 11.1 9.4 9.4 6.8 13.7 17.9 17.9 17.9 19.7 17.9 15.4 11.1 11.1 6.8 9.4 8.5 2.6 0.9 11.1

マスコミ・広告・デザイン (8) 50.0 37.5 25.0 12.5 12.5 12.5 - - 12.5 - 25.0 12.5 12.5 12.5 - 12.5 - 12.5 12.5 25.0 25.0 - 12.5 - 25.0 - - - 12.5 - - - 25.0

金融・保険・コンサルティング (92) 19.6 33.7 17.4 9.8 18.5 13.0 13.0 14.1 13.0 14.1 10.9 9.8 15.2 8.7 6.5 7.6 12.0 7.6 17.4 12.0 13.0 10.9 17.4 10.9 6.5 12.0 13.0 8.7 6.5 13.0 2.2 - 4.3

不動産・建設・設備・住宅関連 (160) 27.5 22.5 20.0 11.9 12.5 15.6 11.9 15.0 11.9 14.4 12.5 13.1 10.6 11.9 8.8 10.0 8.1 10.0 18.8 20.6 18.8 21.9 11.3 11.3 14.4 9.4 10.6 8.8 5.6 11.3 3.1 - 10.0

運輸・交通・物流・倉庫 (99) 31.3 23.2 14.1 13.1 9.1 14.1 14.1 12.1 14.1 16.2 18.2 9.1 8.1 11.1 11.1 7.1 12.1 7.1 22.2 26.3 24.2 15.2 24.2 12.1 16.2 13.1 10.1 8.1 10.1 9.1 6.1 - 7.1

環境・エネルギー (29) 31.0 27.6 17.2 34.5 13.8 10.3 17.2 17.2 17.2 6.9 10.3 20.7 13.8 6.9 17.2 17.2 10.3 13.8 10.3 17.2 10.3 24.1 17.2 17.2 17.2 20.7 6.9 17.2 10.3 10.3 6.9 - 3.4

公的機関 (20) 25.0 25.0 10.0 35.0 25.0 - 15.0 10.0 - 20.0 - 5.0 5.0 15.0 - 10.0 15.0 5.0 15.0 10.0 20.0 5.0 15.0 15.0 5.0 5.0 10.0 - 5.0 15.0 - - 20.0

北海道・東北 (131) 25.2 21.4 12.2 11.5 16.8 9.9 13.0 14.5 12.2 11.5 12.2 6.1 9.2 6.9 9.9 6.9 8.4 9.2 13.7 17.6 12.2 22.9 17.6 14.5 15.3 16.0 12.2 9.9 6.1 8.4 3.8 - 9.9

関東・甲信越 (64) 21.9 18.8 10.9 12.5 7.8 10.9 18.8 12.5 3.1 10.9 12.5 4.7 7.8 9.4 1.6 4.7 6.3 3.1 15.6 17.2 25.0 10.9 14.1 14.1 10.9 12.5 6.3 9.4 9.4 12.5 4.7 - 14.1

首都圏 (603) 29.0 32.7 19.6 17.4 17.2 15.6 14.9 11.4 14.8 12.9 12.3 11.6 12.1 10.9 9.8 9.5 8.8 10.0 22.1 23.1 18.6 15.6 13.9 10.0 11.8 12.1 8.8 7.6 10.4 8.0 6.0 0.2 7.3

東海・北陸 (182) 30.8 25.3 16.5 15.9 18.7 11.0 11.0 15.9 11.0 13.2 13.2 12.6 11.5 14.3 12.6 10.4 9.9 9.9 20.9 21.4 20.9 23.1 13.2 15.4 11.5 12.1 12.1 10.4 8.8 6.0 3.8 - 9.9

関西 (237) 30.4 29.1 19.0 16.9 12.2 13.5 13.9 13.9 12.2 12.2 13.5 16.0 10.5 13.1 13.1 11.4 10.1 7.2 19.8 18.6 17.7 19.8 18.1 16.0 14.3 10.1 8.4 10.5 9.3 9.7 4.2 - 8.9

中国・四国 (81) 29.6 29.6 21.0 17.3 17.3 13.6 12.3 21.0 13.6 14.8 11.1 16.0 16.0 4.9 14.8 8.6 8.6 8.6 22.2 19.8 27.2 13.6 24.7 19.8 16.0 13.6 8.6 11.1 8.6 4.9 3.7 - 7.4

九州・沖縄 (99) 41.4 29.3 16.2 19.2 19.2 16.2 8.1 13.1 13.1 9.1 8.1 9.1 14.1 19.2 5.1 8.1 9.1 10.1 25.3 16.2 27.3 21.2 25.3 20.2 13.1 13.1 12.1 10.1 5.1 10.1 1.0 - 2.0

■：全体より+10％以上　■：全体より‐10％以下

すでに実施している施策・制度

従
業
員
数

業
種

採
用
窓
口
エ
リ
ア

【従業員向け施策・制度】 【採用者向け施策・制度】
0%

20%

40%

2021年 全体

1-1．企業の実施している従業員向け・新規採用者向けの施策・制度 （Q40）

⚫ 現在実施している従業員向け施策では「有給取得率向上施策」「在宅ワーク・リモートワーク制度」が3割程度で並び、2022年10月に施行される、産後パパ育休（出生時育児休業）の影響もあってか、「男性
の育休取得率向上施策」が3番目に続いた。新規採用者向け施策では「障がい者の採用」「外国人の採用」「60歳以上高齢社員の採用」がそれぞれ2割程度となる。

⚫ 業種別にみると『IT・通信・インターネット』では「在宅ワーク・リモートワーク制度」「外国人の採用」、『医療・福祉・介護』では「有給取得率向上施策」「60歳以上の高齢社員の採用」がそれぞれ最も高くなっている。
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Q39.あなたのお勤めの会社において、【1】現在実施している施策・制度を、それぞれいくつでもお選びください。

※サンプル数が30s未満は参考値 ※2021年全体で降順ソート
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2021年 全体 (1400) 26.6 24.4 17.7 14.3 14.1 14.1 13.8 12.9 12.9 12.5 12.4 12.1 11.7 11.6 10.7 10.7 10.1 8.5 16.1 16.1 14.3 14.2 14.2 13.9 13.9 13.0 11.8 11.7 9.3 8.5 7.7 0.2 9.9 (%)

2020年 全体 (1333) 29.9 23.6 * 20.3 15.6 17.4 14.3 * 13.8 10.7 11.8 14.0 12.5 13.5 11.1 9.1 8.0 5.9 16.4 19.9 14.2 13.7 15.2 13.8 16.9 22.4 10.6 14.1 7.5 8.0 7.1 0.3 12.2

50名以下 (301) 25.6 19.6 10.0 9.3 17.9 9.0 14.3 6.3 9.6 11.6 5.3 7.0 8.0 7.0 11.0 9.0 5.3 7.0 9.6 15.3 11.0 12.6 12.3 15.0 10.0 10.6 7.6 7.0 5.0 8.3 5.3 0.3 15.6

51～300名 (396) 27.3 22.2 17.9 10.9 13.1 13.4 13.4 11.6 11.6 10.4 9.3 8.8 8.8 12.6 8.8 6.8 8.6 7.8 12.9 17.7 14.6 11.6 13.4 13.4 16.2 14.6 11.6 8.6 10.1 7.1 8.6 0.5 12.1

301～1000名 (262) 27.5 25.6 19.1 19.1 12.6 16.0 14.9 11.5 13.4 8.8 14.1 13.7 14.1 13.4 9.5 11.5 15.3 11.1 20.6 16.4 13.0 16.0 13.4 12.6 13.4 13.7 11.8 15.3 9.9 9.2 8.4 - 6.1

1001名以上 (441) 26.3 29.0 22.0 17.9 13.4 17.0 13.2 19.5 15.9 17.2 18.8 17.5 15.4 12.7 12.9 15.0 11.8 8.6 20.6 15.0 17.0 16.6 16.8 14.5 14.7 12.7 14.7 15.6 11.1 9.5 8.2 - 6.1

IT・通信・インターネット (188) 25.0 37.2 17.6 22.9 16.0 16.0 12.2 14.9 14.4 13.8 16.0 12.8 15.4 11.7 13.3 12.2 14.4 10.1 16.5 12.2 14.9 12.2 12.2 16.0 17.0 16.5 16.0 12.8 10.1 10.1 11.2 0.5 10.6

メーカー (285) 28.1 32.6 19.6 16.5 11.9 13.7 11.9 16.8 16.8 13.0 14.7 14.0 13.3 12.3 9.8 10.9 9.8 10.2 20.0 18.6 14.0 14.7 14.0 12.6 12.3 11.2 14.4 13.7 11.9 7.7 8.8 0.4 6.0

商社 (60) 28.3 23.3 18.3 11.7 16.7 6.7 11.7 10.0 15.0 11.7 15.0 11.7 8.3 16.7 8.3 3.3 13.3 11.7 15.0 10.0 13.3 8.3 15.0 13.3 15.0 8.3 11.7 10.0 10.0 11.7 3.3 - 11.7

サービス・レジャー (172) 30.8 23.8 16.3 10.5 9.9 14.5 15.7 9.3 12.2 9.9 9.9 13.4 11.0 11.6 12.2 12.2 9.3 5.2 18.0 12.8 11.0 16.3 15.1 16.9 12.8 12.2 9.3 12.8 8.1 7.6 4.7 0.6 9.9

医療・福祉・介護 (170) 22.9 8.8 11.8 8.8 12.9 11.8 15.9 11.8 6.5 11.2 6.5 6.5 4.7 11.2 7.6 4.7 5.9 4.7 10.0 23.5 16.5 15.3 13.5 14.7 14.1 13.5 8.8 7.6 7.1 4.7 4.7 - 15.3

流通・⼩売・フードサービス (117) 31.6 18.8 23.9 12.8 20.5 16.2 14.5 12.8 12.0 17.9 11.1 14.5 15.4 12.8 10.3 6.8 7.7 9.4 16.2 15.4 16.2 13.7 15.4 13.7 17.9 12.8 14.5 12.8 9.4 9.4 8.5 - 11.1

マスコミ・広告・デザイン (8) 37.5 25.0 12.5 12.5 12.5 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 25.0 12.5 12.5 25.0 12.5 25.0 12.5 12.5 25.0 25.0 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 25.0 12.5 25.0 12.5 - 37.5

金融・保険・コンサルティング (92) 19.6 28.3 16.3 17.4 9.8 9.8 14.1 8.7 9.8 14.1 12.0 9.8 9.8 8.7 14.1 13.0 12.0 5.4 12.0 14.1 13.0 7.6 8.7 12.0 14.1 12.0 8.7 12.0 7.6 12.0 4.3 - 8.7

不動産・建設・設備・住宅関連 (160) 28.1 21.3 16.3 11.9 18.8 14.4 15.0 10.6 13.1 10.6 13.8 8.8 10.6 10.0 8.8 13.8 10.0 9.4 14.4 14.4 15.6 16.3 18.1 11.3 13.8 15.6 11.9 8.8 7.5 9.4 10.6 - 8.1

運輸・交通・物流・倉庫 (99) 22.2 15.2 21.2 11.1 17.2 17.2 11.1 15.2 11.1 11.1 12.1 14.1 13.1 11.1 16.2 12.1 11.1 8.1 17.2 17.2 10.1 19.2 14.1 15.2 10.1 14.1 10.1 13.1 8.1 8.1 8.1 - 12.1

環境・エネルギー (29) 20.7 20.7 13.8 13.8 6.9 17.2 6.9 20.7 17.2 13.8 6.9 27.6 13.8 6.9 - 20.7 10.3 6.9 17.2 10.3 31.0 6.9 17.2 10.3 13.8 10.3 3.4 6.9 13.8 6.9 3.4 - 3.4

公的機関 (20) 30.0 20.0 25.0 20.0 10.0 25.0 30.0 5.0 15.0 10.0 10.0 5.0 15.0 10.0 10.0 15.0 10.0 25.0 15.0 25.0 5.0 15.0 15.0 15.0 5.0 5.0 - 15.0 10.0 5.0 15.0 - 5.0

北海道・東北 (131) 24.4 15.3 17.6 14.5 14.5 12.2 11.5 15.3 9.2 9.9 8.4 12.2 10.7 8.4 6.1 9.9 7.6 9.2 16.0 9.2 15.3 8.4 12.2 9.9 9.2 13.0 13.7 10.7 4.6 10.7 5.3 - 9.2

関東・甲信越 (64) 20.3 12.5 12.5 6.3 12.5 14.1 10.9 12.5 6.3 7.8 4.7 6.3 12.5 6.3 7.8 9.4 7.8 9.4 10.9 14.1 12.5 18.8 9.4 14.1 7.8 7.8 7.8 9.4 6.3 6.3 3.1 - 15.6

首都圏 (603) 25.4 28.7 17.1 15.6 11.8 12.8 12.6 13.3 15.1 12.6 14.4 12.8 12.4 12.8 10.4 10.9 11.4 8.5 14.1 16.3 13.4 13.8 12.9 12.9 14.1 14.4 10.0 11.6 9.0 8.5 8.6 0.5 10.8

東海・北陸 (182) 26.4 18.1 23.1 14.8 15.9 10.4 17.0 11.0 12.1 12.6 11.0 8.8 9.9 8.8 11.5 9.9 7.7 9.9 18.7 13.7 14.3 13.7 18.7 13.7 12.6 9.3 14.3 14.3 13.7 9.3 7.7 - 10.4

関西 (237) 30.8 26.6 18.6 11.4 14.3 19.8 13.9 13.1 13.5 13.5 11.4 13.5 12.2 12.7 11.4 10.1 10.5 8.4 16.9 16.5 15.2 15.6 13.1 16.0 18.1 13.1 11.4 12.2 9.3 7.2 7.2 - 7.2

中国・四国 (81) 19.8 27.2 18.5 11.1 21.0 16.0 11.1 7.4 8.6 16.0 12.3 11.1 16.0 17.3 17.3 13.6 7.4 4.9 19.8 22.2 12.3 17.3 13.6 22.2 8.6 12.3 13.6 9.9 8.6 7.4 6.2 - 9.9

九州・沖縄 (99) 38.4 23.2 13.1 19.2 20.2 16.2 22.2 16.2 12.1 13.1 15.2 15.2 7.1 10.1 12.1 12.1 13.1 8.1 22.2 24.2 19.2 17.2 23.2 14.1 19.2 15.2 18.2 11.1 11.1 10.1 11.1 - 6.1

■：全体より+10％以上　■：全体より‐10％以下

自社の印象アップ効果があると思う施策・制度

従
業
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数
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ア

【従業員向け施策・制度】 【採用者向け施策・制度】
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2020年 全体 2021年 全体

1-2．求職者へ印象アップ効果があると思う従業員向け・新規採用者向けの施策・制度 （Q40）

⚫ 印象がアップする従業員向け施策としては「有給取得率向上施策」26.6%(前年比：3.3pt減)「在宅ワーク・リモートワーク制度」24.4%(前年比：0.8pt増)が多く挙げられ、実際に行われている施策でも高い
項目が上位に挙げられた。新規採用者向け施策では「障がい者の採用」16.1%(前年比：0.3pt減)「60歳以上高齢社員の採用」16.1%(前年比：3.8pt減)が高く、実施施策で多いものが上位となった。

⚫ 業種別では『IT・通信・インターネット』で実施施策と同様に「在宅ワーク・リモートワーク制度」がもっとも多く挙げられ、業界特性となっている。

13※サンプル数が30s未満は参考値 ※2021年全体で降順ソート

Q39.あなたのお勤めの会社において、実施・未実施に関わらず求職者からみて自社の印象アップ効果があると思う施策・制度を、それぞれいくつでもお選びください。
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2021年 全体 (1400) 8.6 8.4 8.2 8.0 7.9 7.9 7.6 7.6 7.1 7.1 7.0 6.8 6.5 6.4 6.0 6.0 6.0 5.9 12.0 10.9 7.7 7.6 7.6 7.4 7.1 6.4 6.1 6.1 6.0 5.6 5.6 0.2 20.9 (%)

50名以下 (301) 5.0 5.3 7.6 7.0 6.6 3.0 4.7 5.3 7.3 5.3 4.3 3.7 6.0 4.7 2.7 4.3 5.3 5.0 10.3 11.3 6.3 5.3 4.0 8.3 6.3 3.7 5.6 5.3 4.0 3.0 3.7 0.3 30.9

51～300名 (396) 9.6 9.1 6.8 6.3 5.8 7.6 7.3 7.1 4.8 4.8 5.6 6.6 6.3 5.8 5.8 6.3 6.3 3.0 12.6 10.4 7.1 6.1 8.8 7.3 7.1 6.8 8.1 3.3 6.6 4.8 5.3 0.3 22.0

301～1000名 (262) 11.1 7.3 10.7 8.0 12.2 9.5 9.5 8.4 8.0 11.5 9.5 8.0 7.3 5.3 8.8 8.4 5.7 7.6 14.1 11.1 5.3 7.6 7.3 9.5 7.3 6.5 5.7 6.9 7.3 8.4 6.9 - 14.1

1001名以上 (441) 8.8 10.4 8.4 10.2 8.2 10.7 8.6 9.1 8.6 7.9 8.6 8.4 6.6 8.6 6.8 5.4 6.3 8.2 11.3 10.9 10.7 10.4 9.1 5.4 7.7 7.7 5.0 8.6 6.1 6.6 6.6 0.2 17.2

IT・通信・インターネット (188) 7.4 6.9 10.1 10.6 11.2 6.9 13.3 3.7 6.9 10.1 9.0 9.6 8.0 4.8 6.4 5.9 6.4 9.6 9.0 9.0 11.2 8.5 4.3 5.9 6.9 8.0 7.4 6.9 6.4 8.0 7.4 0.5 20.7

メーカー (285) 9.8 9.5 8.8 11.2 8.8 10.9 8.1 8.4 8.4 9.5 5.6 6.0 7.4 7.7 7.7 9.5 8.1 7.4 12.6 13.3 8.1 9.5 7.4 7.4 7.0 5.3 7.4 6.7 6.0 5.3 5.6 0.4 15.1

商社 (60) 5.0 8.3 5.0 3.3 5.0 10.0 3.3 8.3 3.3 3.3 8.3 11.7 3.3 3.3 8.3 10.0 1.7 8.3 13.3 6.7 6.7 11.7 6.7 5.0 3.3 8.3 13.3 5.0 8.3 5.0 5.0 - 15.0

サービス・レジャー (172) 7.6 7.6 8.1 6.4 4.7 8.7 2.9 7.0 5.2 9.3 8.1 4.7 4.1 4.1 5.8 4.7 4.7 4.1 10.5 8.1 6.4 5.2 11.6 7.6 6.4 4.7 5.2 4.1 4.7 5.2 4.7 - 26.2

医療・福祉・介護 (170) 7.1 6.5 6.5 7.6 5.9 6.5 5.9 7.6 7.6 4.7 5.3 5.3 5.9 5.3 5.9 3.5 5.9 2.9 15.3 10.6 7.6 4.1 5.9 3.5 6.5 7.6 3.5 2.9 4.1 3.5 5.9 0.6 24.1

流通・⼩売・フードサービス (117) 8.5 6.0 9.4 6.8 6.0 3.4 6.8 10.3 8.5 1.7 9.4 6.0 4.3 4.3 3.4 3.4 6.0 4.3 9.4 11.1 10.3 7.7 12.0 10.3 6.8 2.6 6.0 7.7 4.3 6.0 3.4 - 26.5

マスコミ・広告・デザイン (8) 12.5 12.5 12.5 - 12.5 12.5 25.0 - 12.5 37.5 12.5 12.5 25.0 12.5 12.5 - 12.5 12.5 25.0 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 25.0 12.5 12.5 - 25.0

金融・保険・コンサルティング (92) 14.1 6.5 7.6 6.5 6.5 6.5 12.0 4.3 8.7 8.7 5.4 8.7 5.4 12.0 6.5 6.5 5.4 4.3 15.2 8.7 7.6 6.5 8.7 9.8 7.6 5.4 - 8.7 6.5 4.3 5.4 - 17.4

不動産・建設・設備・住宅関連 (160) 10.0 10.6 8.1 7.5 11.9 5.0 6.3 8.1 6.3 5.0 5.6 8.8 6.3 9.4 4.4 4.4 2.5 5.6 11.3 14.4 4.4 9.4 7.5 8.8 6.3 6.9 6.3 7.5 6.3 5.6 6.3 - 22.5

運輸・交通・物流・倉庫 (99) 9.1 15.2 7.1 3.0 7.1 9.1 7.1 12.1 7.1 4.0 8.1 5.1 12.1 6.1 6.1 6.1 9.1 4.0 9.1 11.1 7.1 4.0 5.1 11.1 14.1 9.1 4.0 4.0 6.1 7.1 5.1 - 22.2

環境・エネルギー (29) 3.4 6.9 10.3 10.3 3.4 10.3 10.3 10.3 6.9 10.3 3.4 - 3.4 3.4 3.4 - - 6.9 24.1 13.8 6.9 6.9 6.9 - 10.3 3.4 13.8 6.9 13.8 6.9 6.9 - 13.8

公的機関 (20) 5.0 - 5.0 10.0 15.0 20.0 - 5.0 5.0 - 10.0 5.0 5.0 5.0 - 15.0 20.0 10.0 10.0 5.0 - 15.0 5.0 10.0 - 15.0 10.0 10.0 10.0 5.0 5.0 - 25.0

北海道・東北 (131) 10.7 6.9 8.4 9.2 7.6 11.5 7.6 12.2 7.6 7.6 5.3 6.1 6.9 9.2 4.6 3.1 8.4 5.3 11.5 13.7 8.4 6.9 6.9 5.3 8.4 6.1 7.6 6.9 4.6 6.9 6.9 - 20.6

関東・甲信越 (64) 6.3 9.4 6.3 9.4 4.7 1.6 3.1 7.8 3.1 3.1 3.1 6.3 4.7 6.3 3.1 4.7 7.8 3.1 9.4 6.3 9.4 6.3 7.8 12.5 4.7 9.4 - 3.1 4.7 6.3 4.7 - 23.4

首都圏 (603) 8.1 9.5 8.6 7.8 7.6 8.5 9.5 6.6 6.1 8.3 8.5 7.3 6.5 6.3 6.5 6.3 6.1 7.3 11.1 10.4 8.5 6.6 7.8 6.5 7.6 6.0 5.5 6.1 4.8 5.8 5.3 0.5 22.6

東海・北陸 (182) 5.5 7.7 7.1 11.5 4.4 6.6 3.8 2.7 10.4 5.5 4.9 3.8 6.6 7.1 6.0 3.8 4.4 4.4 11.0 10.4 7.1 8.2 6.0 6.6 5.5 8.2 8.8 4.9 6.0 7.1 4.4 - 20.9

関西 (237) 10.5 7.2 8.4 7.6 10.5 9.7 8.4 10.1 5.5 7.2 7.2 7.6 6.3 4.6 5.9 9.7 5.5 5.1 13.9 10.5 6.3 11.4 8.0 7.2 7.2 5.9 5.9 6.8 8.0 4.6 7.2 - 15.2

中国・四国 (81) 14.8 4.9 9.9 4.9 6.2 3.7 4.9 9.9 6.2 8.6 7.4 8.6 7.4 6.2 4.9 4.9 2.5 3.7 17.3 16.0 4.9 7.4 7.4 12.3 7.4 4.9 7.4 7.4 4.9 3.7 3.7 - 22.2

九州・沖縄 (99) 7.1 10.1 7.1 4.0 13.1 6.1 6.1 8.1 14.1 4.0 6.1 7.1 7.1 6.1 8.1 5.1 8.1 7.1 13.1 10.1 8.1 5.1 9.1 10.1 7.1 6.1 7.1 6.1 11.1 4.0 7.1 - 22.2

■：全体より+10％以上　■：全体より‐10％以下

今後導入予定、もしくは検討している施策・制度
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【従業員向け施策・制度】 【採用者向け施策・制度】
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2021年 全体

1-3．今後導入予定・検討をしている従業員向け・新規採用者向けの施策・制度 （Q40）

⚫ 今後導入予定の施策としては、「一度退職した社員の再雇用」「社員の知人・友人の採用」がそれぞれ1割を超えたものの、特出した施策はなく概ね横並びになっている。
⚫ 業種別にみると『IT・通信・インターネット』の従業員向け施策で「社員が希望すれば個人事業主化して業務委託契約できる制度」、採用者向け施策では「短時間正社員の採用」がそれぞれ最も高く、『運輸・交

通・物流・倉庫』では「多様な雇用形態の選択が可能な制度」、「60歳以上の高齢社員の採用」がそれぞれ最も高くなっている。

14※サンプル数が30s未満は参考値 ※2021年全体で降順ソート

Q39.あなたのお勤めの会社において、現在は実施していないが今後導入予定、もしくは導入を検討しているものを、それぞれいくつでもお選びください。
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2．副業・兼業について



2021年 全体 (1400) 8.7 42.8 (1400) 41.1 35.1 (%)

50名以下 (301) 4.7 35.9 (301) 28.6 25.2

51～300名 (396) 7.3 36.6 (396) 35.6 32.3

301～1000名 (262) 9.5 46.9 (262) 45.8 39.7

1001名以上 (441) 12.2 50.6 (441) 51.7 41.7

IT・通信・インターネット (188) 11.2 44.1 (188) 44.7 39.9

メーカー (285) 7.7 42.5 (285) 42.1 31.9

商社 (60) 8.3 33.3 (60) 33.3 31.7

サービス・レジャー (172) 7.6 42.4 (172) 33.7 39.5

医療・福祉・介護 (170) 10.0 47.1 (170) 45.9 38.2

流通・⼩売・フードサービス (117) 7.7 43.6 (117) 37.6 35.9

マスコミ・広告・デザイン (8) 12.5 25.0 (8) 37.5 25.0

金融・保険・コンサルティング (92) 6.5 42.4 (92) 43.5 33.7

不動産・建設・設備・住宅関連 (160) 10.0 40.0 (160) 42.5 30.0

運輸・交通・物流・倉庫 (99) 10.1 43.4 (99) 39.4 35.4

環境・エネルギー (29) 6.9 48.3 (29) 51.7 31.0

公的機関 (20) - 45.0 (20) 30.0 35.0

北海道・東北 (131) 7.6 40.5 (131) 45.0 37.4

関東・甲信越 (64) 7.8 39.1 (64) 35.9 35.9

首都圏 (603) 8.5 45.3 (603) 43.1 34.5

東海・北陸 (182) 9.9 41.8 (182) 37.9 34.6

関西 (237) 10.5 40.9 (237) 40.9 37.6

中国・四国 (81) 8.6 46.9 (81) 34.6 35.8

九州・沖縄 (99) 6.1 37.4 (99) 39.4 31.3
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2-1．副業・兼業の認可と受け入れにおける制度有無と実績有無 （Q41）

⚫ 【自社従業員の副業認可】は「制度・体制あり計」が8.7％、「実績あり計」が42.8％で、認可制度や体制ありは1割未満だが、実績ありは4割を超える。【副業就業者の受け入れ】は「制度・体制あり計」が
41.1％、「実績あり計」が35.1％で、受け入れ制度や体制ありが4割を超えるが、実績ありは3割程度に留まる。

⚫ 従業員数別では企業規模が大きいほど制度、実績ともに高いスコアになる傾向にある。業種別では『商社』で【自社従業員の副業制度】の「実績あり計」が33.3％と低め。

16※サンプル数が30s未満は参考値

Q.お勤めの会社での「副業・兼業」の社内認可や社外からの受け入れ制度と実績について、項目ごとにあてはまるものをひとつお選びください。



(n=492)

受け入れている副業・兼業者全体 (492) 50.0 41.9 8.1 (%)

営業 (379) 58.0 38.0 4.0

企画・経営 (365) 55.1 40.5 4.4

管理・事務 (393) 54.5 42.5 3.1

販売・フード・アミューズメント (274) 38.7 58.4 2.9

美容・ブライダル・ホテル・交通 (229) 40.6 54.1 5.2

医療・福祉 (259) 39.4 54.1 6.6

保育・教育・通訳 (226) 33.6 60.6 5.8

クリエイティブ (265) 46.0 46.4 7.5

WEB・インターネット・ゲーム (280) 45.4 47.9 6.8

コンサルタント・金融・不動産専門職 (253) 43.1 49.0 7.9

公共サービス (220) 38.6 54.5 6.8

ITエンジニア (314) 48.1 44.9 7.0

電気・電子・機械・半導体 (246) 48.0 45.1 6.9

建築・土木 (224) 43.3 48.7 8.0

医薬・食品・化学・素材 (213) 40.4 50.2 9.4

技能工・設備・配送・農林水産 (230) 43.9 48.7 7.4

その他の職種 (233) 37.8 54.5 7.7

業務委託

その他 計
正社員 非正規

計

50.0

58.0

55.1

54.5

38.7

40.6

39.4

33.6

46.0

45.4

43.1

38.6

48.1

48.0

43.3

40.4

43.9

37.8

25.6

15.8

18.9

22.4

32.5

24.9

25.1

27.0

18.9

16.8

16.6

18.6

15.3

18.7

16.1

19.2

17.0

24.0

8.1

10.3

12.9

11.5

14.6

17.0

13.9

15.5

14.7

15.7

18.6

18.2

15.3

11.4

15.6

16.0

17.8

15.9

6.5

9.2

4.9

5.3

6.9

7.9

12.0

10.6

8.7

11.1

9.1

10.5

8.6

8.9

11.2

11.3

10.0

8.6

1.6

2.6

3.8

3.3

4.4

4.4

3.1

7.5

4.2

4.3

4.7

7.3

5.7

6.1

5.8

3.8

3.9

6.0

6.1

4.0

3.8

1.8

1.8

2.6

3.5

4.4

6.0

4.3

6.3

2.3

5.7

5.3

4.0

3.8

4.3

5.2

2.0

-

0.5

1.3

1.1

2.6

3.1

1.3

1.5

2.5

1.6

4.5

1.3

1.6

4.0

5.6

3.0

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正社員（正規の職員・従業員） パート・またはアルバイト

派遣社員 契約社員

嘱託社員 業務委託・請負契約（フリーランス）

その他の雇用形態

100.0

77.0

74.2

79.9

55.7

46.5

52.6

45.9

53.9

56.9

51.4

44.7

63.8

50.0

45.5

43.3

46.7

47.4

23.0

25.8

20.1

44.3

53.5

47.4

54.1

46.1

43.1

48.6

55.3

36.2

50.0

54.5

56.7

53.3

52.6

0% 50% 100%

受入実績がある

受入実績はない

2-2．＜職種別＞受け入れている副業・兼業者の雇用形態 （Q42）

⚫ 副業・兼業者の受け入れ実績がある職種は、『営業』『企画・経営』『管理・事務』が7割から8割程度と高く、次いで『ITエンジニア』63.8%と続く。
⚫ 受け入れている副業・兼業者全体のうち半数が「正社員」での受け入れとなっており、職種別では『営業』で58.0%が最も高く、『企画・経営』55.1%、『管理・事務』54.5%と続く、一方で、非正規計（パート・ま

たはアルバイト+派遣社員+契約社員+嘱託社員）が多い職種は、『保育・教育・通訳』『販売・フード・アミューズメント』『公共サービス』『医療・福祉』『美容・ブライダル・ホテル・交通』など、全12職種となった。
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Q.前問で、社外から副業・兼業を行う就業者の受け入れ実績があるとお答えになりましたが、最も多く受け入れている副業・兼業者の雇用形態について、職種ごとにあてはまるものをひとつだけお選びください。

【ベース：副業・兼業者の受け入れ実績がある人】

副業・兼業者の受け入れ 受け入れている副業・兼業者の雇用形態

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜

＜



2-3．最も多く受け入れている副業・兼業者の雇用形態-その理由 抜粋 （Q43）

↓「正社員」を最も多く受け入れている理由↓ ↓「非正規社員」を最も多く受け入れている理由↓

・「将来独立志向のある人の手助けのため」
（サービス・レジャー、従業員規模50名以下）

・「副業者の方がスキルが高い傾向にあり、ロイヤルティを高く持って欲
しいから」
（IT・通信・インターネット、従業員規模51～300名）

・「同業種からの受け入れが中心で即戦力になり、いずれ自社に一本
化してもらう事を前提にしているから」
（IT・通信・インターネット、従業員規模50名以下）

・「自社の社員のやる気を引き出し、成長するため」
（メーカー、従業員規模301～1,000名）

・「求職者側のニーズがあったから」
（環境・エネルギー、従業員規模1,001名以上）

・「次世代のロールモデルとして」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模1,001名以上）

・「企業としての方針だから」
（メーカー、従業員規模1,001名以上）

・「安定した戦力として欲しいから」
（サービス・レジャー、従業員規模301～1,000名）

・「優秀な人材が多く、戦力になってくれる」
（IT・通信・インターネット、従業員規模51～300名）
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・「人件費コストが安く、費用対効果の観点から」
（IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名以上）

・「期間限定で雇う事ができる、コストも抑えられるから」
（IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名）

・「社会保険等や税金が安いため」
（医療・福祉・介護、従業員規模51～300名）

・「正社員のルール化が出来ていないから」
（流通・⼩売・フードサービス、従業員規模51～300名）

・「お試しで働いてもらって、能力があればスカウトできるから」
（サービス・レジャー、従業員規模50名以下）

↓「業務委託」を最も多く受け入れている理由↓

・「人材の確保が他の雇用形態より容易だと感じるから」
（不動産・建設・設備・住宅関連、従業員規模1,001名以上）

・「契約形態の制約がきつくないから」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模301～1,000名）

・「DX推進のために請負業務で採用しているから」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模1,001名以上）

・「起用しやすいから」
（IT・通信・インターネット、従業員規模51～300名）

Q.受け入れている副業・兼業者全体で最も人数が多い雇用形態をお答え頂きましたが、社外からの副業・兼業者を、その雇用形態で受け入れている理由をお教えください。

【ベース：副業・兼業者の受け入れ実績がある人】



2021年 全体 (492)

50名以下 (76)

51～300名 (128)

301～1000名 (104)

1001名以上 (184)

IT・通信・インターネット (75)

メーカー (91)

商社 (19)

サービス・レジャー (68)

医療・福祉・介護 (65)

流通・⼩売・フードサービス (42)

マスコミ・広告・デザイン (2)

金融・保険・コンサルティング (31)

不動産・建設・設備・住宅関連 (48)

運輸・交通・物流・倉庫 (35)

環境・エネルギー (9)

公的機関 (7)

北海道・東北 (49)

関東・甲信越 (23)

首都圏 (208)

東海・北陸 (63)

関西 (89)

中国・四国 (29)

九州・沖縄 (31)

従

業

員

数

業

種

採

用

窓

口

エ

リ

ア

1.0

1.3

-

1.0

1.6

-

2.2

-

2.9

-

2.4

-

-

-

-

-

-

2.0

4.3

1.4

-

-

-

-

11.8

26.3

14.1

10.6

4.9

6.7

7.7

5.3

14.7

24.6

11.9

50.0

6.5

16.7

5.7

-

14.3

16.3

21.7

8.7

11.1

12.4

13.8

16.1

19.9

22.4

22.7

14.4

20.1

22.7

18.7

21.1

23.5

18.5

23.8

-

12.9

14.6

25.7

-

28.6

10.2

26.1

16.8

27.0

24.7

20.7

22.6

14.8

11.8

16.4

12.5

16.3

16.0

12.1

21.1

11.8

13.8

21.4

50.0

25.8

12.5

8.6

-

28.6

20.4

8.7

11.5

25.4

11.2

17.2

19.4

14.4

11.8

14.1

18.3

13.6

5.3

18.7

5.3

11.8

18.5

9.5

-

9.7

18.8

31.4

22.2

-

14.3

17.4

16.3

6.3

20.2

6.9

6.5

14.4

15.8

14.1

10.6

16.3

18.7

11.0

5.3

16.2

10.8

14.3

-

22.6

18.8

8.6

33.3

-

18.4

13.0

17.3

9.5

11.2

6.9

16.1

10.2

7.9

9.4

14.4

9.2

13.3

12.1

15.8

10.3

4.6

7.1

-

9.7

8.3

11.4

-

28.6

14.3

4.3

10.1

6.3

14.6

6.9

6.5

5.5

2.6

2.3

10.6

6.0

8.0

8.8

10.5

4.4

3.1

4.8

-

-

4.2

2.9

11.1

-

2.0

-

7.7

4.8

2.2

10.3

6.5

4.3

-

3.1

4.8

6.5

2.7

7.7

5.3

1.5

1.5

4.8

-

9.7

2.1

2.9

22.2

-

-

4.3

5.8

3.2

2.2

13.8

-

1.2

-

1.6

1.0

1.6

4.0

-

-

2.9

1.5

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1.4

3.2

1.1

-

-

2.4

-

2.3

1.9

3.8

2.7

1.1

10.5

-

3.1

-

-

3.2

4.2

2.9

11.1

-

2.0

-

2.9

3.2

-

3.4

6.5

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1万円未満 1～5万円台 6～10万円台 11～15万円台 16～20万円台 21～25万円台

26～30万円台 31～35万円台 36～40万円台 41～45万円台 46～50万円台 51万円以上

2-4．副業・兼業者の月間の平均報酬額 （Q44）

⚫ 副業・兼業者の月間平均報酬額は「15万円台以下」が半数程度、「16～35万円台」が4割程度となった。
⚫ 従業員数別でみると、規模の大きい企業の方が報酬額も高い人を雇用しているといえる。
⚫ 業種別では、『IT・通信・インターネット』で「20万円台以下」が50.7%、「21万円台以上」が49.3%と、20万円台を境に半数ずつの割合となっている。

19※サンプル数が30s未満は参考値

Q.あなたがお勤めの会社の、副業・兼業者1人あたりの月間の支払い報酬額（月の支給給与）の平均額であてはまるものをひとつだけお選びください。

【ベース：副業・兼業者の受け入れ実績がある人】



20

3．【早期・希望退職制度】の実施、今後の実施予定



2021年 全体 (1400) 16.0 40.4 (%)

50名以下 (301) 8.0 22.3

51～300名 (396) 14.1 38.6

301～1000名 (262) 21.0 45.4

1001名以上 (441) 20.2 51.5

IT・通信・インターネット (188) 16.0 39.9

メーカー (285) 16.8 46.0

商社 (60) 8.3 43.3

サービス・レジャー (172) 15.1 29.1

医療・福祉・介護 (170) 10.0 37.1

流通・⼩売・フードサービス (117) 16.2 35.0

マスコミ・広告・デザイン (8) 12.5 -

金融・保険・コンサルティング (92) 21.7 48.9

不動産・建設・設備・住宅関連 (160) 17.5 41.9

運輸・交通・物流・倉庫 (99) 23.2 44.4

環境・エネルギー (29) 10.3 58.6

公的機関 (20) 20.0 35.0

上場 (520) 21.0 59.0

未上場 (880) 13.1 29.4

余剰感がある (261) 22.6 69.0

ちょうどよい (468) 14.5 41.7

不足している (662) 14.5 28.4

正

社

員

充

足

程

度

21年に

実施計

22年に

実施予定

計

従

業

員

数

業

種

株

式

公

開

11.7

5.0

8.8

16.0

16.3

11.7

12.3

6.7

7.6

7.6

12.0

-

17.4

13.8

19.2

10.3

15.0

16.5

8.9

18.4

10.9

9.7

4.3

3.0

5.3

5.0

3.9

4.3

4.6

1.7

7.6

2.4

4.3

12.5

4.3

3.8

4.0

-

5.0

4.4

4.2

4.2

3.6

4.8

28.7

17.3

29.8

29.4

35.1

28.2

33.7

36.7

21.5

29.4

23.1

-

31.5

28.1

25.3

48.3

20.0

42.5

20.6

50.6

30.8

18.7

55.3

74.8

56.1

49.6

44.7

55.9

49.5

55.0

63.4

60.6

60.7

87.5

46.7

54.4

51.5

41.4

60.0

36.5

66.4

26.8

54.7

66.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年に実施し、

2022年にも実施する予定

2021年に実施したが、

2022年は実施しない予定

2021年は実施しておらず、

2022年に実施する予定

2021年は実施しておらず、

2022年も実施する予定はない

3-1．早期・希望退職募集の実施有無、今後の実施予定 （Q45）

⚫ 早期・希望退職募集の実施有無は「21年に実施計」が16.0％、「22年に実施予定計」が40.4％となった。
⚫ 従業員数別では規模の大きい企業ほど早期・希望退職募集を21年に実施、22年に実施予定ともに高い。業種別では、『メーカー』『商社』で「21年に実施はしておらず、22年に実施する予定」が高くなっている。
⚫ 株式公開別では、上場企業で「22年に実施予定計」が6割弱と高い、また正社員充足程度では、自社の正社員に『余剰感がある』企業の7割弱で22年に実施予定としている。

21※サンプル数が30s未満は参考値

Q.あなたが勤めている会社では2021年の1年間で、退職勧奨を伴う早期退職制度や希望退職募集を実施しましたか。
また2022年に実施する予定はありますか。あてはまるものをお選びください。
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０
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ス
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長
ク
ラ
ス
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長
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ラ
ス
よ
り
上

営
業
部
門

管
理
部
門

（
総
務
・
人
事
・
経
理
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ど
）

開
発
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門
（
商
品
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ど
）

製
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門

（
製
造
・
販
売
、
生
産
管
理
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シ
ス
テ
ム
関
連
部
門

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
関
連
部
門

そ
の
他
の
部
門

わ
か
ら
な
い

2021年 全体 (224) 28.1 37.1 32.6 31.7 31.3 27.7 37.1 8.5 11.2 20.1 22.3 19.6 19.2 19.6 20.5 19.6 37.5 30.8 31.7 21.9 13.8 32.6 31.3 22.3 22.3 19.2 13.8 12.9 4.9 (%)

50名以下 (24) 20.8 25.0 41.7 20.8 25.0 8.3 29.2 12.5 12.5 16.7 29.2 12.5 8.3 8.3 4.2 8.3 45.8 25.0 12.5 - 8.3 25.0 33.3 4.2 12.5 - - 29.2 -

51～300名 (56) 19.6 32.1 21.4 19.6 19.6 19.6 39.3 3.6 7.1 23.2 14.3 21.4 14.3 10.7 7.1 14.3 32.1 28.6 23.2 17.9 12.5 23.2 32.1 10.7 12.5 10.7 10.7 5.4 10.7

301～1000名 (55) 36.4 45.5 40.0 36.4 34.5 30.9 29.1 10.9 10.9 16.4 21.8 23.6 25.5 23.6 30.9 23.6 32.7 38.2 45.5 34.5 21.8 32.7 30.9 34.5 30.9 27.3 14.5 10.9 3.6

1001名以上 (89) 30.3 38.2 32.6 39.3 38.2 36.0 42.7 9.0 13.5 21.3 25.8 18.0 21.3 25.8 27.0 23.6 41.6 29.2 33.7 22.5 11.2 40.4 30.3 27.0 25.8 24.7 19.1 14.6 3.4

IT・通信・インターネット (30) 36.7 43.3 36.7 40.0 26.7 26.7 33.3 10.0 16.7 26.7 20.0 13.3 16.7 13.3 20.0 20.0 36.7 20.0 23.3 16.7 13.3 36.7 33.3 33.3 20.0 23.3 20.0 16.7 3.3

メーカー (48) 31.3 39.6 37.5 31.3 29.2 27.1 35.4 12.5 12.5 22.9 27.1 14.6 18.8 27.1 22.9 25.0 39.6 37.5 39.6 22.9 20.8 31.3 31.3 25.0 41.7 25.0 12.5 10.4 4.2

商社 (5) 20.0 40.0 20.0 60.0 40.0 40.0 40.0 - - - - 20.0 40.0 40.0 40.0 20.0 40.0 - 20.0 40.0 20.0 60.0 40.0 40.0 - - - - -

サービス・レジャー (26) 23.1 23.1 26.9 26.9 26.9 26.9 57.7 7.7 - 7.7 11.5 15.4 26.9 23.1 23.1 11.5 50.0 26.9 34.6 34.6 15.4 30.8 38.5 15.4 15.4 7.7 11.5 11.5 7.7

医療・福祉・介護 (17) 23.5 41.2 41.2 35.3 35.3 41.2 41.2 - 11.8 29.4 35.3 29.4 29.4 23.5 17.6 23.5 47.1 29.4 29.4 17.6 17.6 23.5 23.5 23.5 35.3 35.3 29.4 11.8 11.8

流通・⼩売・フードサービス (19) 31.6 42.1 52.6 42.1 42.1 15.8 21.1 15.8 26.3 26.3 31.6 26.3 15.8 10.5 10.5 10.5 36.8 21.1 21.1 15.8 - 15.8 10.5 21.1 5.3 10.5 5.3 15.8 10.5

マスコミ・広告・デザイン (1) - - - 100.0 - - - - - - - 100.0 - - - - 100.0 100.0 100.0 - - - - - 100.0 - - - -

金融・保険・コンサルティング (20) 20.0 35.0 20.0 25.0 40.0 20.0 30.0 5.0 5.0 5.0 20.0 15.0 15.0 10.0 15.0 30.0 25.0 20.0 30.0 10.0 15.0 25.0 25.0 25.0 10.0 25.0 15.0 15.0 5.0

不動産・建設・設備・住宅関連 (28) 28.6 42.9 21.4 28.6 21.4 28.6 42.9 7.1 10.7 17.9 21.4 21.4 21.4 17.9 28.6 14.3 35.7 42.9 35.7 21.4 10.7 42.9 39.3 17.9 17.9 14.3 7.1 10.7 -

運輸・交通・物流・倉庫 (23) 26.1 34.8 34.8 21.7 34.8 34.8 26.1 4.3 8.7 30.4 17.4 30.4 13.0 17.4 8.7 13.0 30.4 43.5 21.7 17.4 8.7 43.5 34.8 8.7 13.0 13.0 13.0 13.0 4.3

環境・エネルギー (3) - - - - 66.7 33.3 66.7 - - - 33.3 - - 33.3 66.7 66.7 - 33.3 66.7 100.0 33.3 33.3 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 -

公的機関 (4) 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 - 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 - 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 -

上場 (109) 31.2 45.0 39.4 40.4 40.4 31.2 33.9 9.2 12.8 20.2 24.8 22.9 21.1 21.1 22.9 17.4 39.4 38.5 37.6 23.9 11.9 37.6 30.3 27.5 24.8 25.7 18.3 12.8 3.7

未上場 (115) 25.2 29.6 26.1 23.5 22.6 24.3 40.0 7.8 9.6 20.0 20.0 16.5 17.4 18.3 18.3 21.7 35.7 23.5 26.1 20.0 15.7 27.8 32.2 17.4 20.0 13.0 9.6 13.0 6.1

余剰感がある (59) 49.2 57.6 33.9 32.2 30.5 32.2 35.6 10.2 18.6 23.7 32.2 22.0 22.0 20.3 18.6 20.3 49.2 32.2 32.2 16.9 13.6 37.3 35.6 28.8 28.8 22.0 15.3 13.6 -

ちょうどよい (68) 25.0 38.2 39.7 39.7 33.8 27.9 29.4 8.8 10.3 19.1 20.6 22.1 19.1 22.1 20.6 11.8 27.9 27.9 29.4 17.6 10.3 27.9 25.0 16.2 16.2 20.6 16.2 8.8 7.4

不足している (96) 17.7 24.0 27.1 26.0 30.2 25.0 42.7 7.3 7.3 18.8 17.7 16.7 17.7 17.7 21.9 24.0 37.5 32.3 33.3 28.1 15.6 33.3 33.3 22.9 22.9 16.7 11.5 14.6 6.3

■：全体より+10％以上　■：全体より‐10％以下
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足
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度

2021年に実施した際の対象者

【年齢】 【勤続年数】 【職位】 【部門】
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数
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40%

2021年 全体

3-2．2021年に早期・希望退職募集を実施した際の対象者 （Q46）

⚫ 21年実施の早期・希望退職募集の対象者としては、年齢では30代以上、勤務年数は3年以上、職位は一般社員、部門は営業部門・管理部門が対象になっていることが多い。
⚫ 従業員数別では、『301～1000名』で、勤続年数「25年以上～30年未満」、職位「課長クラス」「部長クラス」、部門「開発部門（商品企画・メンテナンスなど）」が全体より10pt以上高いことが目立つ。
⚫ 正社員充足程度では、『余剰感がある』企業で「29歳以下」「30歳～34歳」、「一般社員」が全体より10pt以上高いことが目立つ。
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Q.2021年に退職勧奨を伴う早期退職制度・希望退職の募集を実施したとお答えの方に質問です。その対象者として、あてはまるものをすべてお選びください。

※サンプル数が30s未満は参考値

【ベース：2021年に
早期・希望退職の募集をした】
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2022年に実施予定　全体 (566) 29.5 37.3 36.0 23.7 16.8 21.2 25.6 6.9 12.0 18.2 19.6 15.9 12.5 12.4 12.0 12.4 27.9 24.2 22.3 14.3 9.5 23.9 25.4 18.7 18.0 16.8 12.4 7.4 5.5 (%)

50名以下 (67) 37.3 32.8 37.3 25.4 13.4 13.4 17.9 6.0 13.4 19.4 25.4 13.4 10.4 9.0 4.5 7.5 26.9 16.4 9.0 1.5 7.5 22.4 13.4 10.4 13.4 7.5 6.0 11.9 6.0

51～300名 (153) 34.0 43.8 38.6 23.5 11.1 15.7 20.9 7.2 14.4 19.0 20.9 16.3 7.2 5.9 5.9 5.9 24.2 20.3 18.3 11.1 3.9 19.6 24.8 15.0 17.0 12.4 9.2 7.2 5.2

301～1000名 (119) 31.9 31.9 37.0 22.7 18.5 21.8 26.1 8.4 11.8 21.0 21.0 18.5 17.6 15.1 14.3 13.4 29.4 25.2 27.7 18.5 15.1 21.8 28.6 22.7 24.4 19.3 12.6 9.2 2.5

1001名以上 (227) 22.9 37.0 33.5 23.8 20.7 26.9 30.8 6.2 10.1 15.9 16.3 15.0 14.1 16.3 17.2 17.6 30.0 28.6 26.0 18.1 11.0 28.2 27.8 21.6 16.7 21.1 16.3 5.3 7.0

IT・通信・インターネット (75) 25.3 29.3 36.0 25.3 21.3 24.0 26.7 6.7 14.7 13.3 20.0 20.0 14.7 13.3 12.0 13.3 22.7 21.3 24.0 16.0 16.0 17.3 28.0 16.0 14.7 28.0 17.3 8.0 4.0

メーカー (131) 31.3 40.5 36.6 26.7 18.3 22.1 26.7 8.4 12.2 16.0 18.3 13.7 11.5 14.5 14.5 14.5 32.8 27.5 23.7 14.5 7.6 26.7 29.0 24.4 31.3 20.6 16.8 6.9 3.8

商社 (26) 30.8 34.6 34.6 11.5 11.5 19.2 30.8 - 7.7 11.5 11.5 15.4 26.9 19.2 15.4 15.4 26.9 26.9 15.4 11.5 7.7 38.5 23.1 11.5 11.5 11.5 7.7 - -

サービス・レジャー (50) 24.0 30.0 28.0 14.0 14.0 24.0 42.0 2.0 14.0 18.0 14.0 16.0 10.0 12.0 16.0 14.0 32.0 26.0 24.0 22.0 16.0 20.0 24.0 22.0 12.0 14.0 8.0 10.0 2.0

医療・福祉・介護 (63) 27.0 31.7 33.3 20.6 14.3 20.6 17.5 4.8 7.9 15.9 25.4 19.0 17.5 9.5 7.9 6.3 28.6 22.2 11.1 9.5 4.8 20.6 14.3 15.9 15.9 14.3 12.7 9.5 11.1

流通・⼩売・フードサービス (41) 31.7 41.5 41.5 39.0 14.6 9.8 17.1 14.6 17.1 24.4 26.8 19.5 9.8 9.8 9.8 14.6 24.4 22.0 26.8 7.3 2.4 26.8 29.3 24.4 14.6 12.2 9.8 2.4 9.8

マスコミ・広告・デザイン (0) - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

金融・保険・コンサルティング (45) 20.0 33.3 37.8 17.8 15.6 13.3 24.4 4.4 4.4 15.6 13.3 8.9 4.4 4.4 8.9 15.6 20.0 24.4 26.7 22.2 15.6 22.2 31.1 11.1 11.1 8.9 8.9 6.7 8.9

不動産・建設・設備・住宅関連 (67) 40.3 53.7 47.8 28.4 17.9 17.9 19.4 10.4 17.9 26.9 28.4 16.4 13.4 10.4 10.4 6.0 31.3 25.4 23.9 10.4 9.0 19.4 22.4 16.4 16.4 13.4 9.0 9.0 4.5

運輸・交通・物流・倉庫 (44) 20.5 25.0 27.3 25.0 18.2 34.1 27.3 6.8 9.1 29.5 15.9 18.2 9.1 18.2 13.6 9.1 27.3 27.3 22.7 15.9 6.8 36.4 27.3 20.5 13.6 15.9 13.6 9.1 9.1

環境・エネルギー (17) 52.9 64.7 35.3 11.8 11.8 23.5 23.5 5.9 11.8 11.8 17.6 11.8 17.6 11.8 5.9 17.6 23.5 11.8 23.5 11.8 5.9 17.6 23.5 11.8 17.6 17.6 5.9 5.9 -

公的機関 (7) 42.9 28.6 14.3 14.3 14.3 28.6 42.9 - - - - - - 14.3 14.3 28.6 14.3 - 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 - - - 14.3 -

上場 (307) 27.0 40.7 36.8 26.7 21.8 23.8 25.7 8.1 12.7 16.3 19.2 15.6 15.0 14.0 14.3 13.7 28.3 25.7 26.4 15.6 9.1 23.8 26.4 21.2 19.5 19.9 15.0 5.5 4.6

未上場 (259) 32.4 33.2 35.1 20.1 10.8 18.1 25.5 5.4 11.2 20.5 20.1 16.2 9.7 10.4 9.3 10.8 27.4 22.4 17.4 12.7 10.0 23.9 24.3 15.8 16.2 13.1 9.3 9.7 6.6

余剰感がある (180) 37.8 46.1 42.2 23.3 18.9 19.4 20.0 10.0 17.2 21.7 18.9 16.1 11.7 10.0 11.1 9.4 28.9 23.9 20.6 11.7 5.0 18.9 24.4 19.4 17.8 16.1 11.1 8.3 2.2

ちょうどよい (195) 26.7 36.9 35.4 24.6 14.4 19.0 24.6 5.6 9.2 17.4 19.5 19.0 12.8 11.3 11.3 10.8 25.1 22.1 19.0 12.3 7.7 23.1 23.6 16.9 15.4 16.9 10.8 6.2 5.6

不足している (188) 25.0 29.8 30.3 22.9 17.6 25.0 31.9 5.3 10.1 15.4 20.2 12.8 13.3 16.0 13.8 16.5 30.3 27.1 27.7 19.1 15.4 29.3 28.2 19.7 20.7 17.0 14.9 7.4 8.5

■：全体より+10％以上　■：全体より‐10％以下
2021年に実施した際の対象者 全体 (224) 28.1 37.1 32.6 31.7 31.3 27.7 37.1 8.5 11.2 20.1 22.3 19.6 19.2 19.6 20.5 19.6 37.5 30.8 31.7 21.9 13.8 32.6 31.3 22.3 22.3 19.2 13.8 12.9 4.9

2022年に実施を予定・検討している対象者
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3-3． 今後2022年に早期・希望退職募集予定の対象者 （Q46）

⚫ 22年実施予定の早期・希望退職募集の対象者としては、21年実施の対象者と異なり、年齢の40代以上が大きく減少している。
⚫ 業種別にみると、『不動産・建設・設備・住宅関連』では「30～34歳」が53.7%で最も高く、次いで「35歳～39歳」47.8%、「29歳以下」40.3%となり、ミドル層より若年層を対象者としている傾向。
⚫ 正社員充足度の『余剰感がある』では、年齢で30代が4割超で最も高く、勤続年数では「3年以上～5年未満」、職位では「一般社員」、部門では「管理部門」が、それぞれ最も高い。

23※サンプル数が30s未満は参考値

Q.2022年に退職勧奨を伴う早期退職制度・希望退職の募集を実施予定・検討しているとお答えの方に質問です。その対象者として、あてはまるものをすべてお選びください。

【ベース：2022年に
早期・希望退職募集を
予定・検討している】
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4．高年齢者の雇用について
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4-1．高年齢者雇用の対応種類 （Q47）

⚫ 定年延長の対応種類としては「定年を65歳までにしている」が38.2％と多く挙げられた。次いで「65歳までの再雇用制度を導入している」が19.8％と、65歳をひとつの区切りとするところが多い。 「定年制を撤廃し
ている」は全体で13.1%に留まったが、従業員数別でみると「50名以下」の企業で24.9%と、従業員数が少ないほど定年制を撤廃している傾向にある。

⚫ 業種別で「定年制を撤廃している」が最も高いのは『医療・福祉・介護』で20.6%。「定年を65歳までにしている」では『サービス・レジャー』42.4%で最も高く、「65歳までの再雇用制度を導入している」では『メー
カー』が27.4%で最も高い。

Q. 2021年4月に高年齢者雇用安定法の改正がされましたが、あなたがお勤めの会社では、どのような対応をしていますか。

2021年 全体 (1400)
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定年制を撤廃している 定年を65歳までにしている

定年を66歳～70歳までにしている 65歳までの再雇用制度を導入している

65歳までの勤務延長制度を導入している 66歳～70歳までの再雇用制度を導入している

66歳～70歳までの勤務延長制度を導入している 定年を65歳にし、66歳～70歳までの再雇用制度を導入している

定年を65歳にし、66歳～70歳までの勤務延長制度を導入している 定年を65歳にし、66歳～70歳まで継続的に業務委託契約を継続できる制度を導入している

定年を65歳にし、66歳～70歳まで継続的に社会貢献事業に従事できる制度を導入している その他



2021年 全体 (385) 13.0 33.5 (385) 9.1 45.7 (385) 9.9 59.5 (%)

50名以下 (71) 9.9 23.9 (71) 8.5 36.6 (71) 8.5 42.3

51～300名 (111) 9.0 34.2 (111) 8.1 40.5 (111) 9.0 64.9

301～1000名 (78) 14.1 43.6 (78) 7.7 59.0 (78) 9.0 65.4

1001名以上 (125) 17.6 32.0 (125) 11.2 47.2 (125) 12.0 60.8

IT・通信・インターネット (50) 16.0 20.0 (50) 8.0 32.0 (50) 10.0 58.0

メーカー (96) 11.5 44.8 (96) 9.4 51.0 (96) 8.3 66.7

商社 (15) 6.7 40.0 (15) 0.0 60.0 (15) 0.0 93.3

サービス・レジャー (44) 9.1 40.9 (44) 11.4 47.7 (44) 9.1 63.6

医療・福祉・介護 (41) 19.5 26.8 (41) 4.9 53.7 (41) 17.1 53.7

流通・⼩売・フードサービス (34) 8.8 32.4 (34) 8.8 38.2 (34) 5.9 50.0

マスコミ・広告・デザイン (3) - 66.7 (3) 0.0 66.7 (3) 0.0 100.0

金融・保険・コンサルティング (25) 20.0 20.0 (25) 12.0 48.0 (25) 16.0 48.0

不動産・建設・設備・住宅関

連
(41) 14.6 29.3 (41) 14.6 36.6 (41) 12.2 51.2

運輸・交通・物流・倉庫 (24) 8.3 37.5 (24) 4.2 45.8 (24) 4.2 50.0

環境・エネルギー (6) 33.3 16.7 (6) 33.3 50.0 (6) 33.3 50.0

公的機関 (6) - 16.7 (6) 0.0 50.0 (6) 0.0 66.7

北海道・東北 (39) 12.8 30.8 (39) 5.1 41.0 (39) 17.9 46.2

関東・甲信越 (15) 13.3 20.0 (15) 13.3 33.3 (15) 6.7 53.3

首都圏 (158) 16.5 34.8 (158) 8.9 44.3 (158) 7.6 60.8

東海・北陸 (53) 9.4 30.2 (53) 7.5 47.2 (53) 5.7 67.9

関西 (72) 8.3 36.1 (72) 11.1 50.0 (72) 15.3 59.7

中国・四国 (18) 16.7 33.3 (18) 16.7 38.9 (18) 5.6 44.4

九州・沖縄 (30) 10.0 36.7 (30) 6.7 56.7 (30) 10.0 66.7
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（定年前より+2割以上）
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増えている（定年前より+1割以上～2割未満）

定年前と変わらない

（±1割未満）

どちらかといえば、定年前より

減っている（定年前より‐1割以上～2割未満）

定年前より減っている

（定年前より‐2割以上）

再雇用制度は導入しているが、

再雇用された人がいない
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4-2．再雇用者の就労時間・業務量・給与の増減（定年前比較） （Q48）

⚫ 再雇用者の就労時間・業務量・給与については、いずれも定年前より減ってはいるが、給与の「減っている計」が59.5%で給与の減少が顕著。就労時間は「定年前と変わらない」が49.6%で最も高く、「増えている
計」は13.0%、業務量は「定年前と変わらない」が最も高く41.8%、「増えている計」は9.1%となった。

⚫ 業種別にみると、給与の減少は『サービス・レジャー』『メーカー』で目立つ。

26※サンプル数が30s未満は参考値

Q.前問で再雇用制度を導入した方におうかがいします。再雇用された就業者の働き方や待遇について、平均としてあてはまるものをそれぞれひとつお選びください。

【ベース：再雇用制度を導入している】
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5．【賃上げ・教育訓練費】の増減予定



2021年 全体 (1400) 56.0 1.4 (1400) 60.1 3.1 (1400) 50.9 4.0 (%)

50名以下 (301) 42.2 1.3 (301) 53.2 3.0 (301) 32.2 4.3

51～300名 (396) 52.8 2.0 (396) 55.8 4.5 (396) 47.5 4.3

301～1000名 (262) 64.9 1.1 (262) 67.6 2.7 (262) 61.5 3.4

1001名以上 (441) 63.0 1.1 (441) 64.2 2.0 (441) 60.3 3.9

IT・通信・インターネット (188) 58.0 0.5 (188) 62.2 3.2 (188) 55.9 2.7

メーカー (285) 61.4 1.8 (285) 66.0 2.8 (285) 56.1 3.5

商社 (60) 50.0 1.7 (60) 53.3 3.3 (60) 48.3 5.0

サービス・レジャー (172) 45.3 1.7 (172) 47.1 4.1 (172) 35.5 5.2

医療・福祉・介護 (170) 55.3 1.8 (170) 58.2 4.1 (170) 49.4 2.4

流通・⼩売・フードサービス (117) 53.0 - (117) 61.5 0.9 (117) 43.6 5.1

マスコミ・広告・デザイン (8) 37.5 - (8) 50.0 12.5 (8) 50.0 -

金融・保険・コンサルティング (92) 59.8 1.1 (92) 58.7 3.3 (92) 55.4 5.4

不動産・建設・設備・住宅関連 (160) 63.1 2.5 (160) 67.5 2.5 (160) 56.3 5.6

運輸・交通・物流・倉庫 (99) 50.5 1.0 (99) 56.6 3.0 (99) 51.5 3.0

環境・エネルギー (29) 69.0 - (29) 72.4 3.4 (29) 65.5 -

公的機関 (20) 35.0 5.0 (20) 45.0 - (20) 35.0 10.0

2021年に実施した (224) 71.0 3.1 (224) 70.5 4.9 (224) 67.4 7.1

2022年に実施予定 (566) 79.5 1.1 (566) 79.5 2.7 (566) 77.4 3.5

21年・22年ともに実施なし (774) 39.5 1.4 (774) 46.8 3.1 (774) 32.3 3.7
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前年度より、20%以上の水準で上げる予定や検討をしている 前年度より、10%以上～20%未満の水準で上げる予定や検討をしている 前年度より、4%以上～10%未満の水準で上げる予定や検討をしている

前年度より、3%以上～4%未満の水準で上げる予定や検討をしている 前年度より、2.5%以上～3%未満の水準で上げる予定や検討をしている 前年度より、1.5%以上～2.5%未満の水準で上げる予定や検討をしている

前年度より、1.5%未満の水準で上げる予定や検討をしている 前年度と変わらない予定 前年度より下げる予定

わからない

5-1．賃上げ・教育訓練費の増減予定（前年度比較） （Q49）

⚫ 賃上げ・教育訓練費については、いずれも前年度より「上げる計」が半数を超えている。
⚫ 業種別では、『メーカー』『不動産・建設・設備・住宅関連』で他業種よりも新規採用者・継続雇用者の賃金昇給が高い。
⚫ 早期退職募集状況別にみると『21年に実施した』『22年に実施予定』では「上げる計」が賃金・教育訓練費すべてで7～8割前後と高く、人材の新陳代謝を促しつつも、社内に残る人材には手厚く対応していくこと

がうかがえる。

28※サンプル数が30s未満は参考値

Q. あなたのお勤めの会社では、前年度より賃上げや、教育訓練費を増やす予定や検討はありますか。それぞれあてはまるものをひとつだけお選びください。



5-2． 「新規採用者の賃金」の増減（前年度比較）-その理由 抜粋 （Q50）

前年度より「増やす」理由 前年度と「変わらない」・「減らす」理由

【前年度比「10%以上増やす」とした人事担当者】

・「未経験者も順次採用枠を増やし、モチベーションも上げるため」
（サービス・レジャー、従業員規模51～300名）

・「昇給を減らして初任給を上げる予定」
（医療・福祉・介護、従業員規模50名以下）

・「これから新規採用を積極的に行いたいと考えているから」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模1,001名以上）

・「採用競争が激しい中でも、若い世代を多く採用したいから」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模1,001名以上）

・「政府の方針への同意」
（IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名以上）

【前年度比「10%未満増やす」とした人事担当者】

・「同一労働・同一賃金の対応など、現在の従業員と合わせるため」
（サービス・レジャー、従業員規模1,001名以上）

・「採用環境が非常に厳しくなっている為、他社より差別化を計る」
（不動産・建設・設備・住宅関連、従業員規模50名以下）

・「政府の意向を聞き入れ、税制優遇を考慮して」
（メーカー、従業員規模51～300名）
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【前年度より「減らす」とした人事担当者】

・「業績悪化が悪化したため、減らす」
（不動産・建設・設備・住宅関連、従業員規模51～300名）

【前年度と「変わらない」とした人事担当者】

・「継続雇用者の賃金と逆転してしまうから、変えない」
（流通・⼩売・フードサービス、従業員規模51～300名）

・「当面はこのままでコロナ禍の先行き次第で変更を検討する」
（サービス・レジャー、従業員規模51～300名）

・「担当する仕事や役割の難易度などに基づいた等級制度のため、変
えない」
（環境・エネルギー、従業員規模1,001名以上）

・「業界全体の売上大幅減少のため、現職の従業員の雇用維持を優
先したいため、変えない」
（サービス・レジャー、従業員規模1,001名以上）

・「入社後の賃金アップで厚遇しているため、変えない」
（メーカー、従業員規模301～1,000名以上）

Q.前問でお勤め先での新規採用者の賃金の増減予定をお答えいただきましたが、その理由を簡単でよいのでお教えください。。

【ベース：新規採用者の賃金を、上げる・変わらない・下げる予定とした人】



5-3． 「現従業員の賃金」の増減（前年度比較）-その理由 抜粋 （Q50）

前年度より「増やす」理由 前年度と「変わらない」・「減らす」理由

30

【前年度比「10%以上増やす」とした人事担当者】

・「国による補助金や報酬アップのため」
（医療・福祉・介護、従業員規模50名以下）

・「転職を阻止して、社員のモチベーションを上げるため」
（サービス・レジャー、従業員規模51～300名）

・「基幹人材の強化し、優秀な人材を残したいから」
（メーカー、従業員規模300～1,000名）

・「今の水準では人材が集まりにくいから」
（流通・⼩売・フードサービス、従業員規模51～300名）

【前年度比「10%未満増やす」とした人事担当者】

・「エンジニアなどは業界水準で継続的に上昇しているため」
（ IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名以上）

・「21年度15％ダウン施策を採ったが、それを終了するため」
（サービス・レジャー、従業員規模1,001名以上）

・「業界全体で賃金の相場が上がっているから」
（不動産・建設・設備・住宅関連、従業員規模301～1,000名）

・「政府の指針に従うことで、優遇措置を受けるとともに従業員のモチ
ベーションを向上させる」
（IT・通信・インターネット、従業員規模301～1,000名）

【前年度と「変わらない」とした人事担当者】

・「人件費の増加は抑制したいため、変えない」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模301～1,000名）

・「大手と違い、賃上げする余力がない。また一度上げると下げられず、
先行きが不安な中では難しい」
（流通・⼩売・フードサービス、従業員規模51～300名）

・「賃金制度を改訂していないため、変えない」
（メーカー、従業員規模1,001名以上）

・「2022年の業績が上がったら検討するため、変えない」
（IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名以上）

【前年度より「減らす」とした人事担当者】

・「職務変更や遂行能力の低下に合わせて減らす予定」
（サービス・レジャー、従業員規模50名以下）

Q.前問でお勤め先での現従業員の賃金の増減予定をお答えいただきましたが、その理由を簡単でよいのでお教えください。。

【ベース：現従業員の賃金を、上げる・変わらない・下げる予定とした人】



5-4． 「教育訓練費」の増減（前年度比較）-その理由 抜粋 （Q50）

前年度より「増やす」理由 前年度と「変わらない」・「減らす」理由
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【前年度比「10%以上増やす」とした人事担当者】

・「教育育成制度の見直しを行っており、大幅な研修増加実施を予定
している」
（メーカー、従業員規模51～300名）

・「計画的に業務に必要な資格の取得をバックアップする」
（不動産・建設・設備・住宅関連、従業員規模50名以下）

・「自社の人材への投資」
（IT・通信・インターネット、従業員規模51～300名）

・「従業員のスキルアップを行うことで、会社全体の底上げを行う」
（IT・通信・インターネット、従業員規模301～1,000名）

【前年度比「10%未満増やす」とした人事担当者】

・「若年層の研修制度や離職防止に関する教育研修導入のため」
（メーカー、従業員規模301～1,000名）

・「IT、ネット、PC、AI、ロボットなどに掛かる技術習得が必要なため」
（流通・⼩売・フードサービス、従業員規模1,001名以上）

・「未経験者の教育の強化のため費用水準を上げていく方向で検討し
てます」
（IT・通信・インターネット、従業員規模1,001名以上）

・「リスキリングの必要性を感じている」
（メーカー、従業員規模301～1,000名）

【前年度と「変わらない」とした人事担当者】

・「すでに十分な費用を確保していると考えているため、変えない」
（サービス・レジャー、従業員規模1,001名以上）

・「例年行っているが、はっきりした効果が出ていないため前年並みで変
えない」
（メーカー、従業員規模51～300名）

・「固定の教育プログラムを会社で行うのではなく、自主申告のあった
教育プログラムの受講を援助しているため、例年通りと予測している」
（IT・通信・インターネット、従業員規模51～300名）

【前年度より「減らす」とした人事担当者】

・「コスト削減のため、減らす」
（サービス・レジャー、従業員規模50名以下）

・「教育費用に充てる予算が確保できないため、減らす」
（金融・保険・コンサルティング、従業員規模1,001名以上）

Q.前問でお勤め先での教育訓練費の増減予定をお答えいただきましたが、その理由を簡単でよいのでお教えください。。

【ベース：教育訓練費を、上げる・変わらない・下げる予定とした人】



Appendix

32



エリア区分について

33

エリア 内訳

北海道・東北 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

関東・甲信越 茨城県、群馬県、栃木県、新潟県、山梨県、長野県

首都圏 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

東海・北陸 富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

関西 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州・沖縄 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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IT・通信・インターネット 商社 フードサービス 不動産・建設・設備

サービス

メーカー
機械・電気・電子 マスコミ・広告・デザイン

住宅関連メーカー

運輸・交通・物流・倉庫

レジャー 金融・保険

環境・エネルギー

メーカー
素材 医療・福祉・介護

流通・⼩売 公的機関

メーカー

生活関連

コンサルティング

警察・消防・自衛隊

官公庁

公益・特殊・独立行政法人

生活協同組合

農業協同組合（JA金融機関含む）

農林・水産

金融総合グループ

外資系金融

政府系・系統金融機関

銀行

外資系銀行

信用組合・信用金庫・労働金庫

信託銀行

投資信託委託・投資顧問

証券・投資銀行

商品取引

ベンチャーキャピタル

事業者金融・消費者金融

クレジット・信販

リース・レンタル

生命保険・損害保険

共済

その他金融

シンクタンク・マーケティング・調査

専門コンサルタント

個人事務所（士業）

ソフトウェア・情報処理

インターネット関連

ゲーム関連

通信関連

建設コンサルタント

建設・土木

設計

設備工事

リフォーム・内装工事

不動産アウトソーシング

教育

冠婚葬祭

セキュリティ

ビル管理・メンテナンス

エステティック・美容・理容

フィットネスクラブ

人材派遣・人材紹介

サービス（その他）

海運・鉄道・空輸・陸運

物流・倉庫

フードビジネス（総合）

フードビジネス（洋食）

フードビジネス（ファストフード）

フードビジネス（アジア系）

フードビジネス（和食）

総合商社

専門商社

放送・映像・音響

新聞・出版・印刷

広告

ディスプレイ・空間デザイン・イベント

アート・芸能関連

住宅・建材・エクステリア

インテリア・住宅関連

食品

化粧品・医薬品

日用品・雑貨

玩具

繊維・アパレル

スポーツ・レジャー用品（メーカー）

文具・事務機器関連

宝飾品・貴金属

総合電機

コンピューター機器

家電・AV機器

ゲーム・アミューズメント製品

精密機器

通信機器

半導体・電子・電気機器

医療用機器・医療関連

輸送用機器（自動車含む）

重電・産業用電気機器

プラント・エンジニアリング

その他電気・電子関連

鉱業・金属製品・鉄鋼

非鉄金属

ガラス・化学・石油

紙・パルプ

繊維

窯業・セラミック

ゴム

セメント

百貨店

流通・チェーンストア

コンビニエンスストア

ドラッグストア・調剤薬局

ホームセンター

専門店（総合）

専門店（食品関連）

専門店（自動車関連）

専門店（カメラ・OA関連）

専門店（電気機器関連）

専門店（書籍・音楽関連）

専門店（メガネ・貴金属）

専門店（ファッション・服飾関連）

専門店（スポーツ用品）

専門店（インテリア関連）

専門店（その他⼩売）

通信販売・ネット販売

医療・福祉・介護サービス

レジャーサービス・アミューズメント

ホテル・旅館

旅行・観光

環境・リサイクル

環境関連設備

電力・ガス・エネルギー

業種分類について



営業 販売・フード・アミューズメント 保育・教育・通訳 WEB・インターネット・ゲーム 公共サービス 電気・電子・機械・半導体 建築・土木 技能工・設備・配送・農林水産 他

【営業・代理店営業・ルートセールス・MR】 【スーパーバイザー・教育担当】 【保育】 【WEBサイト・インターネットサービス】 【公務員・警察・消防・自衛隊】 【研究・開発・特許】 【設計・積算・測量・構造解析】 【技能工（整備・生産・製造・工事）】

営業・企画営業（法人向け） スーパーバイザー・エリアマネジャー 保育士・幼稚園教諭 SEOコンサルタント・SEMコンサルタント 公務員（事務系） 基礎研究（電気・電子・半導体・機械・材料系） 建設コンサルタント 整備・メカニック（自動車・二輪車）

営業・企画営業（個人向け） 教育・研修トレーナー 児童相談員 インターネットサービス企画 公務員（技術系） 応用研究（電気・電子・半導体・機械・材料系） 測量 工場生産・製造（輸送用機器・家電・電子機器系）

営業マネジャー・営業管理職 【⼩売・流通】 その他保育関連職 WEBプロデューサー・ディレクター 警察官 特許技術者（電気・電子・半導体・機械・材料系） 建築設計 工場生産・製造（食品・化粧品・医薬品系）

代理店営業・パートナーセールス 店長・店長候補（⼩売・流通系） 【教師・講師・インストラクター】 情報アーキテクト・UI/UXデザイナー 消防士 【回路・システム・半導体設計・光学関連】 土木設計 工場生産・製造（アパレル・ファッション・その他製品）

内勤営業・カウンターセールス 販売・販売アドバイザー・売り場担当 スクール運営・マネジメント システムディレクター・テクニカルディレクター 自衛隊 システム設計・アーキテクチャー プラント設計 土木・建築・解体工事（とび工・鉄筋工等）

ルートセールス・渉外・外商 美容部員 教師 アクセス解析・統計解析 【団体・学校法人職員】 デジタル回路設計 電気設備設計 外装・内装工事（塗装工・防水工等）

海外営業 その他⼩売・流通関連職 講師 WEBコンテンツ企画・制作 団体職員 アナログ回路設計 空調設備設計 設備工事（電気・通信）

メディカル営業（MR・MS・その他） 【フード・アミューズメント】 スポーツインストラクター・トレーナー WEBデザイナー 学校法人職員 高周波回路設計 その他設計・設備設計 その他整備・生産・製造・工事関連職

その他営業・代理店営業・ルートセールス・MR関連職 店長・店長候補（フード・アミューズメント系） インストラクター（OA・その他） フロントエンドエンジニア・コーダー 公共施設職員（図書館・美術館等） 混載回路設計 CADオペレーター（建築）・製図 【施設・設備管理・警備・清掃】

【人材コーディネーター・カウンセラー】 ホール・フロアスタッフ 教務事務 プログラマー（WEBサイト・インターネットサービス系） システムLSI設計 積算 警備・守衛・清掃

キャリアカウンセラー 調理・調理補助 その他教師・講師・インストラクター関連職 その他WEBサイト・インターネットサービス関連職 ITエンジニア デジタルIC設計 構造解析（建築・土木） マンション・ビル管理者

人材コーディネーター その他フード・アミューズメント関連職 【通訳・翻訳】 【ゲーム・アミューズメント】 【コンサルタント・アナリスト・プリセールス】 アナログIC設計 【施工管理・設備・環境保全】 設備管理・保守（ガス・空調・上下水・消防等）

【コールセンター・カスタマーサポート】 通訳 ディレクター・プロデューサー（ゲーム・アミューズメント

系）

システムアナリスト 高周波IC設計 建築施工管理・工事監理者 ビル施設管理

コールセンター管理・運営 美容・ブライダル・ホテル・交通 翻訳 ゲームプランナー・ゲーム企画 ITアーキテクト 混載IC設計 内装施工管理・工事監理者（リフォーム・住宅・商業

施設等）

その他施設・設備管理・警備・清掃関連職

カスタマーサポート・サポートデスク 【エステ・理美容・リラクゼーション】 シナリオライター システムコンサルタント（業務系） パワーIC設計 土木施工管理・工事監理者 【配送・運送・倉庫】

テクニカルサポート エステティシャン クリエイティブ グラフィックデザイナー・CGデザイナー・イラストレーター

（ゲーム・アミューズメント系）

システムコンサルタント（DB・ミドルウェア） 光学設計・その他光学関連職 造園施工管理・工事監理者 配送・宅配・セールスドライバー

オペレーター・アポインター 理容師・美容師 【広告・グラフィック】 プログラマー（ゲーム・アミューズメント系） システムコンサルタント（ネットワーク・通信） その他設計 プラント施工管理・工事監理者 運送ドライバー（中・長距離）

アロマセラピスト・ネイリスト アカウントエグゼクティブ（AE）・アカウントプランナー サウンドクリエイター パッケージ導入コンサルタント（ERP・SCM・CRM等） 【制御設計】 電気設備施工管理・工事監理者 新聞配達・集金

企画・経営 トリマー メディアプランナー（MP） その他ゲーム・アミューズメント関連職 セキュリティコンサルタント 制御設計（家電・コンピューター・通信機器系） 空調設備施工管理・工事監理者 倉庫作業・管理

【マーケティング・企画・宣伝】 その他エステ・理美容・リラクゼーション関連職 クリエイティブディレクター 【WEBショップ・ECサイト運営】 プリセールス・セールスエンジニア 制御設計（精密・医療用機器系） 管工事施工管理・工事監理者 その他配達・運送・倉庫関連職

マーケティングリサーチ・分析 【ブライダル・葬祭】 コピーライター WEBショップ・ECサイト運営 【システム開発（WEB・オープン・モバイル系）】 制御設計（自動車・輸送用機器系） その他施工管理 【農林水産関連】

販促企画・営業企画 ブライダルコーディネーター・ウェディングプランナー アートディレクター プロジェクトマネジャー・リーダー（WEB・オープン・モバイ

ル系）

制御設計（工作機械・ロボット系） 設備保全・メンテナンス 農林水産関連（農業）

商品企画・商品開発 葬祭ディレクター・プランナー グラフィックデザイナー・CGデザイナー・イラストレーター

（広告系）
コンサルタント・金融・不動産専門職 システムエンジニア（アプリ設計／WEB・オープン・モバ

イル系）

制御設計（その他） 環境保全・管理・調査・分析 農林水産関連（林業）

広告宣伝 その他ブライダル・葬祭関連職 フォトグラファー 【コンサルタント】 システムエンジニア（DB・ミドルウェア設計／WEB・オー

プン・モバイル系）
【機械・機構設計・金型設計・解析】 【研究開発・品質管理・特許その他】 農林水産関連（水産業）

その他マーケティング・企画・宣伝関連職 【旅行・ホテル】 その他広告・グラフィック関連職 コンサルタント（経営戦略） プログラマー（WEB・オープン・モバイル系） 機械・機構設計（家電・コンピューター・通信機器系） 製品・研究開発（建築・土木・プラント・設備） 農林水産関連（畜産業・その他）

【MD・バイヤー・店舗開発】 旅行コーディネーター・添乗 【編集・制作】 コンサルタント（財務・会計） 【システム開発（汎用機系）】 機械・機構設計（精密・医療用機器系） 生産技術・生産管理（建築・土木・プラント・設備） 飼育員（ブリーダー・調教師等）

マーチャンダイザー カウンタースタッフ・予約手配・オペレーター ディレクター・プロデューサー・進行管理（編集・制作

系）

コンサルタント（業務プロセス） プロジェクトマネジャー・リーダー（汎用機系） 機械・機構設計（自動車・輸送用機器系） 品質管理・保証（建築・土木・プラント・設備）

仕入れ・バイヤー ホテル・宿泊施設サービス 編集・校正 コンサルタント（組織・人事） システムエンジニア（アプリ設計／汎用機系） 機械・機構設計（工作機械・ロボット・機械系） 特許技術・調査

店舗開発・FC開発 その他旅行・ホテル関連職 記者・ライター コンサルタント（生産・物流） システムエンジニア（DB・ミドルウェア設計／汎用機

系）

機械・機構設計（その他）

【事業企画・経営企画・エグゼクティブ】 【交通・運輸】 テクニカルライター コンサルタント（営業・マーケティング） プログラマー（汎用機系） 金型設計 医薬・食品・化学・素材
事業企画・事業プロデュース タクシードライバー・ハイヤードライバー 【印刷】 ISOコンサルタント・ISO審査員 【システム開発（組み込み・ファームウェア・制御系）】 解析 【化学・素材・バイオ】

海外事業企画 バス運転手・バス乗務員 DTPオペレーター 公開業務（IPO） プロジェクトマネジャー（制御系） 【生産・製造・プロセス技術】 基礎・応用研究・技術開発

経営企画 パイロット・航空管制官等空輸職 その他出版・印刷関連職 M&A システムエンジニア（通信制御ソフト開発／制御系） 生産・製造・プロセス技術（家電・コンピューター・通信

機器系）

生産技術・製造技術

CIO・CTO フライトアテンダント（CA・FA）・グランドスタッフ 【ファッション】 研究調査員・リサーチャー システムエンジニア（マイコン・計測・画像等／制御

系）

生産・製造・プロセス技術（精密・医療用機器系） 生産管理

経営幹部（CEO・CFO・COO等） 鉄道乗務員・船舶乗務員 ファッションデザイナー・服飾雑貨デザイナー・テキスタイル

デザイナー

その他コンサルタント関連職 プログラマー（制御系） 生産・製造・プロセス技術（自動車・輸送用機器系） 設備管理

【FCオーナー・代理店研修生】 その他交通・運輸関連職 パタンナー・縫製 【士業（公認会計士・税理士・弁護士・その他）】 【パッケージソフト・ミドルウェア開発】 生産・製造・プロセス技術（工作機械・ロボット系） 品質管理・保証（化学・素材・バイオ系）

FCオーナー・代理店研修生 生産管理・品質管理（アパレル・ファッション） 公認会計士 プロダクトマネジャー（パッケージソフト・ミドルウェア） 生産・製造・プロセス技術（半導体・電子部品系） フィールドエンジニア

医療・福祉 スタイリスト・ヘアメイク 税理士 システムエンジニア（パッケージソフト・ミドルウェア） 生産・製造・プロセス技術（機械部品・金型・治工具

系）

セールスエンジニア（化学・素材・バイオ系）

管理・事務 【医療サービス】 その他ファッション関連職 弁護士 プログラマー（パッケージソフト・ミドルウェア） 生産・製造・プロセス技術（その他） その他化学・素材・バイオ関連職

【購買・資材・貿易・物流】 管理薬剤師・薬剤師・登録販売者 【工業デザイン・インテリア・空間デザイン】 弁理士・特許技術者 ローカライズ （パッケージソフト・ミドルウェア） 【品質保証・品質管理・生産管理・製造管理】 【食品・化粧品】
購買・資材調達 医師 プロダクトデザイナー（工業デザイン） 司法書士・行政書士 【ネットワーク・通信インフラ・サーバー設計・構築】 品質保証（電気・電子・半導体・機械・材料系） 基礎研究

貿易業務・国際業務 看護師・准看護師・保健師・助産師 生産管理・品質管理（工業プロダクト） 社会保険労務士 ネットワーク設計・構築（LAN・WAN・インターネット） 品質管理（電気・電子・半導体・機械・材料系） 商品開発

物流企画・物流管理 歯科医師 インテリアデザイナー・インテリアコーディネーター 士業補助者 サーバ設計・構築（LAN・WAN・インターネット） 生産管理・製造管理（電気・電子・半導体・機械・材

料系）

生産技術・生産管理・製造技術（食品・化粧品系）

商品管理・在庫管理 歯科技工士・歯科衛生士 空間・ディスプレイ・店舗デザイナー 【金融系専門職（営業・投資銀行・運用・分析）】 通信設備計画策定 【セールスエンジニア・FAE】 品質管理・保証（食品・化粧品系）

【経理・財務・会計】
PT（理学療法士）・OT（作業療法士）・ST（言

語聴覚士）・ORT（視能訓練士）
【放送・映像・音響・イベント・芸能】

金融営業（法人） 通信設備設計・構築（有線系） セールスエンジニア・FAE（家電・コンピューター・通信機

器系）

申請関連

経理・財務 マッサージ師・柔道整復師・鍼師・灸師 プロデューサー・ディレクター・プランナー・演出 金融営業（個人）・リテール・FP 通信設備設計・構築（無線系） セールスエンジニア・FAE（精密・医療用機器系） その他食品・化粧品関連職

会計・税務 各種検査技師 脚本家・放送作家 金融営業（代理店）・パートナーセールス 通信設備設置・テスト セールスエンジニア・FAE（自動車・輸送用機器系） 【医薬品・医療機器】

【人事・総務・法務・広報・IR・内部監査】 臨床心理士・カウンセラー・セラピスト アシスタントプロデューサー・アシスタントディレクター・進

行

投資銀行業務（インベストバンキング） 【テクニカルサポート・監視・運用・保守】 セールスエンジニア・FAE（工作機械・ロボット・機械

系）

研究（基礎・シーズ探索・スクリーニング）

総務 医療事務・医療秘書 アナウンサー・イベントコンパニオン・モデル・俳優 運用業務・ファンドマネジャー サーバ・マシン運用・監視 セールスエンジニア・FAE（その他） 研究（ゲノム・バイオ）

人事・労務・採用 獣医 芸能マネジャー トレーダー・ディーラー ネットワーク運用・監視 【サービスエンジニア・サポートエンジニア】 前臨床研究

法務・コンプライアンス その他医療サービス関連職 グラフィックデザイナー・CGデザイナー・イラストレーター

（映像系）

アナリスト・エコノミスト テクニカルサポート（ソフトウェア・ネットワーク） サービスエンジニア・サポートエンジニア（家電・コンピュー

ター・通信機器系）

臨床開発モニター（CRA）

知的財産・特許
【福祉・介護サービス・栄養】

制作関連技術者（カメラ・照明・音響） ストラテジックファイナンス 導入・運用トレーナー サービスエンジニア・サポートエンジニア（精密・医療用

機器系）

治験コーディネーター（CRC）

広報 介護・福祉事業責任者・施設長 その他放送・映像・音響・イベント・芸能関連職
【金融系専門職（ミドル・バック・その他）】 【社内システム】

サービスエンジニア・サポートエンジニア（自動車・輸送

用機器系）

臨床開発

IR ケアマネジャー（介護支援専門員） 金融商品開発・アクチュアリー 社内情報化戦略・推進 サービスエンジニア・サポートエンジニア（工作機械・ロ

ボット・機械系）

薬事申請（医薬品・医療機器・医薬部外品・化粧品

系）

内部監査 サービス提供責任者 投資理論・クオンツ 社内システム開発・運用 サービスエンジニア・サポートエンジニア（その他） 生産技術・生産管理・製造技術（医薬品・医療機器

系）

情報セキュリティ 介護職・ヘルパー 金融システム企画 【研究開発・特許・品質管理・その他】 【CAD・CAM（電気・電子・半導体・機械系）】 品質管理・保証（医薬品・医療機器系）

【一般事務・受付・秘書】
生活相談員・生活支援員 リスク・与信・債権管理 研究開発（ソフトウェア・ネットワーク） CAD・CAMオペレーター（電気・電子・半導体・機械

系）

データマネジメント・生物統計

一般事務・庶務 介護系事務職 金融事務 特許技術者（ソフトウェア・ネットワーク） 【評価・検査】 学術

営業事務・営業アシスタント 管理栄養士・栄養士・フードコーディネーター 生損保系専門職（査定・損害調査等） 品質管理（ソフトウェア・ネットワーク） 評価・検査（家電・コンピューター・通信機器系） その他医薬品・医療機器関連職

受付 その他福祉・介護サービス・栄養関連職 その他金融関連職 その他研究開発・特許・品質管理関連職 評価・検査（精密・医療用機器系） その他研究開発・特許・品質管理関連職

秘書 【不動産系専門職】 評価・検査（自動車・輸送用機器系）

その他一般事務・アシスタント・受付・秘書関連職 不動産営業 評価・検査（工作機械・ロボット・機械系）

アセットマネジャー 評価・検査（その他）

不動産鑑定・デューデリジェンス

プロパティマネジャー

ファシリティマネジャー

用地仕入

不動産事業企画

不動産管理

フロント（マンション管理・ビル管理）

その他不動産関連職
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職種分類について


